
第３次登米市行財政改革実施計画

平 成 30 年 度 の 実 施 状 況

企　　画　　部



第３次登米市行財政改革の効果額等

指標 金額Ⓐ 指標 金額Ⓑ
達成状況
Ⓑ／Ⓐ

指標 金額Ⓒ 指標 金額Ⓓ
進捗状況
Ⓓ／Ⓒ

1 (1)-②
公共施設の適正な配
置と管理

8
維持管理費の削
減

－ 4,221千円 － 0千円 0.00% － 16,404千円 － 180千円 1.09%

現年度分 97.60% 71,664千円 98.23% 150,743千円 210.34% 97.80% 346,175千円 98.23% 335,076千円 96.79%

滞納繰越分 22.50% 31,317千円 27.06% 70,480千円 225.05% 23.50% 149,950千円 27.06% 163,267千円 108.88%
現年度分 99.09% 345千円 98.73% △ 365千円 -105.79% 99.15% 1,725千円 98.73% 1,282千円 74.31%
滞納繰越分 35.18% 77千円 48.04% 448千円 581.81% 35.58% 387千円 48.04% 1,829千円 472.60%
現年度分 96.76% 2,686千円 94.15% △ 1,192千円 -44.37% 97.76% 13,432千円 94.15% 2,939千円 21.88%
滞納繰越分 15.36% 307千円 14.76% 119千円 38.76% 15.56% 1,535千円 14.76% 2,364千円 154.00%
現年度分 96.63% 705千円 97.96% 1,809千円 256.59% 96.83% 3,525千円 97.96% 4,313千円 122.35%
滞納繰越分 35.53% 1,157千円 18.16% 436千円 37.68% 35.55% 5,786千円 18.16% 3,453千円 59.67%
現年度分 99.61% 215千円 99.56% △ 154千円 -71.62% 99.63% 1,077千円 99.56% 150千円 13.92%
滞納繰越分 69.00% 243千円 73.16% 411千円 169.13% 70.00% 1,150千円 73.16% 962千円 83.65%
現年度分 98.83% 254千円 98.71% △ 153千円 -60.23% 98.85% 1,269千円 98.71% △ 1,316千円 -103.70%
滞納繰越分 18.96% 35千円 14.02% △ 1,369千円 -3911.42% 15.00% 101千円 14.02% △ 4,067千円 -4026.73%
現年度分 99.70% 88千円 99.88% 55千円 62.50% 99.80% 440千円 99.88% 194千円 44.09%
滞納繰越分 35.00% 28千円 22.77% △ 27千円 -96.42% 37.00% 142千円 22.77% 19千円 13.38%

9 (2)-②
遊休財産の活用の推
進

18 遊休財産の売却 ５件売却 15,516千円 0 0千円 0.00% 13件売却 65,682千円 ７件売却 39,165千円 59.62%

10 (2)-②
ごみ指定袋への広告
掲載の推進

18 広告掲載料収入
150千円
×２枠

300千円
150千円
×２枠

300千円 100.00%
150千円
×10枠

1,500千円
150千円
×６枠

900千円 60.00%

11 (2)-②
公募による自動販売
機設置の推進

19 設置料の増収
公募21台
入札４台

679千円
公募15台
入札４台

1,410千円 207.65%
公募110台
入札20台

3,565千円
公募57台
入札12台

3,565千円 100.00%

12 (2)-②
公用車への広告掲載
事業の推進

19 広告掲載料収入
広告掲載

公用車７台
240千円

広告掲載
公用車９台

336千円 140.00%
広告掲載

公用車35台
1,200千円

広告掲載
公用車23台

688千円 57.33%

13 (2)-②
ふるさと応援寄附の
促進

20 寄附額の増収 － 172,433千円 － 114,815千円 66.58% － 822,165千円 － 298,219千円 36.27%

14 (2)-②
予算編成における経
費削減の推進

21
一般行政経費の
削減

－ 20,000千円 － 17,622千円 88.11% － 100,000千円 － 54,507千円 54.50%

15 (2)-② 職員人件費の削減 21
定員管理の適正化
による人件費削減 － 410,000千円 － 390,000千円 95.12% － 2,090,000千円 － 850,000千円 40.66%

16 (2)-②
公共工事のコスト縮
減

22
建設副産物利用等
によるコスト縮減 １％縮減 50,000千円 0.31％縮減 15,545千円 31.09% ５％縮減 250,000千円 4.29%縮減 214,670千円 85.86%

軽自動車への更新 １台切換え 810千円 １台切換え 810千円 100.00% ４台切換え 3,240千円 ４台切換え 3,240千円 100.00%
公用車台数の削減 ５台廃車 1,250千円 ４台廃車 1,000千円 80.00% 20台廃車 5,000千円 16台廃車 4,000千円 80.00%

18 (2)-② 電気料金の削減 24 電気料金の削減 71施設対象 32,939千円 71施設対象 33,174千円 100.71%
毎年度

89施設対象
144,413千円 71施設対象 64,429千円 44.61%

19 (2)-② 通信料金の削減 24 通信料金の削減 － 3,522千円 － 6,347千円 180.21% － 17,610千円 － 19,661千円 111.64%

－ 821,031千円 － 802,600千円 97.75% － 4,047,473千円 － 2,063,689千円 50.98%

達成状況
Ⓑ／Ⓐ

進捗状況
Ⓓ／Ⓒ

20 (1)-②
指定管理者制度の推
進

8
指定管理者
制度導入施設

100.00% 95.23%

21 (3)-② 定員管理の適正化 33
職員削減数
(市長部局等)

125.00% 65.00%

実行プログラム 内訳

平成30年度の目標及び実績
実績目標

頁

№ 頁
項目
区分 実績Ⓑ

下水道使用料の収納
率向上

15(2)-②

(2)-②

(2)-②
学校給食費の収納率
向上

15

23

内訳
平成30年度の目標及び実績

実行プログラム

21施設 20施設

60人 39人

最終目標Ⓒ

第３次行財政改革期間（Ｈ28～Ｒ２）の実績累計

実績累計Ⓓ

最終目標 実績累計

第３次行財政改革期間（Ｈ28～Ｒ２）の実績累計

13

13

14

14

(2)-②

住宅使用料の収納率
向上（定住）

住宅使用料の収納率
向上（市営）

(2)-②

(2)-②

保育料の収納率向上

市税等の収納率向上

15人

8施設

12人

8施設

14

目標Ⓐ

№

合計

2

3

4

5

6

7

8

(2)-②
公用車の適正配置と
低燃費化の推進

17

幼稚園授業料の収納
率向上

項目
区分

(2)-②
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Ｓ
(ｲ)

Ａ
(ｳ)

Ｂ Ｃ

（１）協働によるまちづくりの推進 12 11 1 5 5 54.5%

①市民参画によるまちづくりの推進 5 5 1 2 2 60.0%

多様な担い手の育成 3 3 1 2 33.3%

まちづくり活動の支援強化 2 2 1 1 100.0%

②多様な担い手との連携強化 4 4 2 2 50.0%

民間委託と民営化の推進 2 2 1 1 50.0%

公共施設の計画的な管理 2 2 1 1 50.0%

③公正の確保と透明性の向上 3 2 1 1 50.0%

提供情報の強化 1 1 1

市民意向の反映 2 1 1 100.0%

（２）持続可能な財政運営の推進 32 32 5 11 16 50.0%

①計画的な財政運営の推進 3 3 2 1 66.7%

中長期的な見通しを踏まえた財政運営 3 3 2 1 66.7%

②安定的な財源の確保と経費の節減・合理化 23 23 5 6 12 47.8%

安定した財源の確保 15 15 3 5 7 53.3%

経費の節減・合理化 8 8 2 1 5 37.5%

③地方公営企業等の経営健全化 6 6 3 3 50.0%

公営企業の経営健全化 5 5 2 3 40.0%

第三セクター等の見直し 1 1 1 100.0%

（３）効率的な行政運営の推進 10 10 1 4 5 50.0%

①効率的な組織機構の構築 3 3 2 1 66.7%

効率性・機能性を重視した組織の見直し 1 1 1 100.0%

事務事業の適正化 2 2 1 1 50.0%

②人材の育成及び確保 3 3 1 1 1 66.7%

職員の能力開発と育成 2 2 1 1 50.0%

定員管理の適正化 1 1 1 100.0%

③ＩＣＴの積極的な活用 4 4 1 3 25.0%

ＩＣＴを活用した新たな行政サービスの拡充 3 3 3

ＩＣＴを活用した業務の簡略化・効率化の推進 1 1 1 100.0%

54 53 7 20 26 50.9%合　　計

　評価については、担当課が目標に対する達成状況を自己評価したもので、評価内容は次のとおりです。
　Ｓ … 年度計画を超えた達成
　Ａ … 年度計画どおりの達成
　Ｂ … 取り組んだが、年度計画未達成
　Ｃ … 実施できず（後年度へ延期を含む）

　※達成率とは、取り組みに対する担当課の評価がＳ及びＡの合計の割合を示しています。

第３次行財政改革　平成30年度実施状況総括表
　第３次登米市行財政改革実施計画は、平成27年12月に策定した第３次登米市行財政改革大綱（平成28年度
から令和２年度）に基づき、大綱に定めた内容を着実に推進するための具体的なプログラムを示したもので
す。
　このうち、平成30年度目標に対する取り組み状況は次のとおりです。

備考
取組

項目数
(ｱ)

プログ
ラム数

項　目　区　分
達成率

(ｲ+ｳ)/(ｱ)

評価
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（１）協働によるまちづくりの推進
①市民参画によるまちづくりの推進

・多様な担い手の育成 頁

1. 市民活動を担う人材の育成強化 2. 協働による公共サービスの選定・制度化 4

3. 自主防災組織の活動支援 5

・まちづくり活動の支援強化

4. 中間支援組織による市民活動への支援の充実 5. 集会施設の管理運営の適正化 6

②多様な担い手との連携強化

・民間委託と民営化の推進

6. 窓口業務等の委託の推進 7. 保育所・幼稚園の民営化の検討 7

・公共施設の計画的な管理

8. 公共施設の適正な配置と管理 9. 指定管理者制度の推進 8

③公正の確保と透明性の向上

・提供情報の強化

10. 行政情報の発信強化 9

・市民意向の反映

11. 広聴活動の充実 12. まちづくり市民意向調査（満足度）の実施 10

（２）持続可能な財政運営の推進
①計画的な財政運営の推進

・中長期的な見通しを踏まえた財政運営

13. 中長期的な財政見通しの策定 14. 地方債残高の抑制 11

15. 国の制度改正動向の把握と的確な対応 12

②安定的な財源の確保と経費の節減・合理化

・安定した財源の確保

16. 市税等の収納率向上 17. 保育料の収納率向上 13

18. 住宅使用料の収納率向上 19. 下水道使用料の収納率向上 14

20. 学校給食費の収納率向上 21. 幼稚園授業料の収納率向上 15

22. 保育料・幼稚園授業料の適正化 23. 検診料の適正化 16

24. 放課後児童クラブ等の負担金の適正化 25. 財政措置の高い地方債の活用 17

26. 遊休財産の活用の推進 27. ごみ指定袋への広告掲載の推進 18

28. 公募による自動販売機設置の推進 29. 公用車への広告掲載の推進 19

30. ふるさと応援寄附の促進 20

・経費の節減・合理化

31. 予算編成における経費削減の推進 32. 職員人件費の削減 21

33. 補助金等の適正化 34. 公共工事のコスト縮減 22

35. 公用車の適正配置と低燃費化の推進 36. ごみ排出量の削減 23

37. 電気料金の削減 38. 通信料金の削減 24

③地方公営企業等の経営健全化

・公営企業の経営健全化

39. 病院事業の経営健全化 40. 医療従事者の確保策の強化 25

41. 病院と地域の連携強化 42. 水道事業の経営健全化 26

43. 下水道事業の地方公営企業法適用 27

・第三セクター等の見直し

44. 第三セクターの経営健全化と自立の促進 28

（３）効率的な行政運営の推進
①効率的な組織機構の構築

・効率性・機能性を重視した組織の見直し

45. 時代に相応しい行政組織への見直し 30

・事務事業の適正化

46. 行政評価システムの推進 47. 環境マネジメントシステムの推進 31

②人材の育成及び確保

・職員の能力開発と育成

48. 職員研修の充実 49. 人材育成型人事評価システムの推進 32

・定員管理の適正化

50. 定員管理の適正化 33

③ＩＣＴの積極的な活用

・ＩＣＴを活用した新たな行政サービスの拡充

51. 電子申請サービスの推進 52. コンビニエンスストアでの証明書等の交付サービスの推進 34

53. 公共施設のWi-Fi化の推進 35

・ＩＣＴを活用した業務の簡略化・効率化の推進

54. 電子カルテシステムの拡充 36

実　行　プ　ロ　グ　ラ　ム　目　次
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（１）協働によるまちづくりの推進

　①市民参画によるまちづくりの推進

　　・多様な担い手の育成

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○集落支援員、コミュ
ニティ組織役員等のス
キルアップ研修会の実
施
○人材育成講座等の実
施

○集落支援員、コミュ
ニティ組織役員等のス
キルアップ研修会の実
施
○人材育成講座等の実
施

○集落支援員、コミュ
ニティ組織役員等のス
キルアップ研修会の実
施
○人材育成講座等の実
施

○集落支援員、コミュ
ニティ組織役員等のス
キルアップ研修会の実
施
○人材育成講座等の実
施

○集落支援員、コミュ
ニティ組織役員等のス
キルアップ研修会の実
施
○人材育成講座等の実
施

■平成30年度達成内容

○集落支援員およびコ
ミュニティ役職員のスキ
ルアップが図られた。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○適正なメニューの選
定と地域との調整
○予算反映（がんばる
地域づくり応援交付金
等の拡充）

○適正なメニューの選
定と地域との調整
○予算反映（がんばる
地域づくり応援交付金
等の拡充）

○制度開始・検証
○制度の周知

○制度開始・検証
○制度の周知

○制度開始・検証
○制度の周知

■平成30年度達成内容

○既存の公共サービスメ
ニューの洗い出しを行った
が、がんばる地域づくり応援
交付金に新規で組み込めるメ
ニューが選定できなかった。
〇コミュニティ組織との意見
交換会を実施した。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム 所管部局

市民活動を担う人材
の育成強化

企画部
市民協働課

協働による公共サー
ビスの選定・制度化

企画部
市民協働課

■平成30年度取組内容

○集落支援員及びコミュニティ役職員を対象とした研修会等を開催した。
・集落支援員定期ミーティング
　⇒隔月で６回開催。コミュニティによる活動発表、先進地視察及びワークショップを実施した。
・地域づくり事例発表会
　⇒市内２コミュニティ及び地域協働まちづくり事業補助金を活用した４団体の取組事例等を発表。コミュニティ職員
及び役員が参加した。

■平成30年度取組内容

○がんばる地域づくり応援交付金の拡充を行った。
○地域づくり連絡調整会議によるコミュニティ役員等との意見交換を実施した。

年度別スケジュール

○地域課題解決に取り組む集落支
援員やコミュニティ組織の役員等
の体制の維持・強化を図るため、
各コミュニティ組織における課題
の掘り下げや課題解決方法などの
手法の習得支援、実践を交えた総
合的なプログラムを通じて人材の
育成を行う。
○市民活動を担う人材を育成する
ため、まちづくりの先進的な取組
の事例紹介や市民活動に対する認
識の向上が図られるよう、養成研
修等の充実を図る。

取組概要 達成指標

○協働によるまちづくり
を担う人材の育成

○市が実施している既存の公共
サービスの中で、コミュニティ組
織や各種団体などで実施した方が
効果的に協働のまちづくりを実践
できるメニューの選定を行い、が
んばる地域づくり応援交付金に組
み込むなど、新たな制度の構築を
目指す。

○公共サービスのメ
ニュー化

市民活動を担う人材の継続的な育成

集落支援員やコミュニティ組織役員等への知識や実践方法の習得支援

メニューの洗い出し
メニューの選定と

地域との調整
制度開始・検証、制度の周知
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○各自主防災組織での
防災訓練実施
・年間100回、参加者
3,000人
○防災指導員養成講
習、フォローアップ講
習の開催
・年１回、参加者50人
○単位自主防災組織連
絡協議会の設立の推進
・５町域での設立

○各自主防災組織での
防災訓練実施
・年間100回、参加者
3,000人
○防災指導員養成講
習、フォローアップ講
習の開催
・年１回、参加者50人

○各自主防災組織での
防災訓練実施
・年間100回、参加者
3,000人
○防災指導員養成講
習、フォローアップ講
習の開催
・年１回、参加者50人
○単位自主防災組織連
絡協議会の設立の推進
⇒未組織町域での協議
会設立

○各自主防災組織での
防災訓練実施
・年間100回、参加者
3,000人
○防災指導員養成講
習、フォローアップ講
習の開催
・年１回、参加者50人
○単位自主防災組織連
絡協議会の設立の推進
⇒未組織町域での協議
会設立

○各自主防災組織での
防災訓練実施
・年間100回、参加者
3,000人
○防災指導員養成講
習、フォローアップ講
習の開催
・年１回、参加者50人
○単位自主防災組織連
絡協議会の設立の推進
⇒未組織町域での協議
会設立
○実施内容の検証

■平成30年度達成内容

○自主防災組織における
リーダーの養成が図られ
た。
○自主防災訓練を通じ
て、防災意識の向上が図
られた。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム 所管部局

自主防災組織の活動
支援

総務部
防災課

○各自主防災組織に最低１人の防
災指導員を配置するため、宮城県
防災指導員養成講習の受講促進を
図り、防災力向上に向けた取組を
行う。
○町域における自主防災組織間の
連携を強化するため、単位自主防
災組織連絡協議会の設立を推進し
ていく。
○隣接する自主防災組織同士での
連携した防災訓練の実施など、地
域の実情に応じた訓練の実施を働
きかける。

○全自主防災組織への防
災指導員配置による自主
防災組織の活動の活性化
○単位自主防災組織連絡
協議会設立による自主防
災組織間の連携強化

■平成30年度取組内容

○平成30年度自主防災訓練を実施した。（ 109 回、3,711人参加）
○宮城県防災指導員養成講習を実施した。（１月20日：受講者36人）
○宮城県防災指導員フォローアップ講習を実施した。（12月２日：受講者24人）
○登米市総合防災訓練を消防防災センターを会場とし、6月10日に実施した。（対象町域：石越町）

年度別スケジュール
達成指標取組概要

自主防災組織の活動支援

実施内容の検証
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　　・まちづくり活動の支援強化

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○市民活動プラザ活動
実績数の増加
・目標値：6,700件
○ＮＰＯ法に基づく認
証団体の設立支援
・１団体
○専門講座の充実、支
援メニューの拡充

○市民活動プラザ活動
実績数の増加
・目標値：6,900件
○ＮＰＯ法に基づく認
証団体の設立支援
・１団体
○専門講座の充実、支
援メニューの拡充

○市民活動プラザ活動
実績数の増加
・目標値：7,100件
○ＮＰＯ法に基づく認
証団体の設立支援
・１団体

○市民活動プラザ活動
実績数の増加
・目標値：7,300件
○ＮＰＯ法に基づく認
証団体の設立支援
・１団体

○市民活動プラザ活動
実績数の増加
・目標値：7,500件
○ＮＰＯ法に基づく認
証団体の設立支援
・１団体

■平成30年度達成内容

○市民活動プラザ活動実
績
・8,280件
○新規設立ＮＰＯ
・２団体

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○譲与：８施設
○解体：３施設

○譲与：２施設
○解体：１施設

○譲与：１施設 ○譲与：２施設

■平成30年度達成内容

○譲与
・４施設/１施設（400%）

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

中間支援組織による
市民活動への支援の
充実

企画部
市民協働課

集会施設の管理運営
の適正化

企画部
市民協働課

○協働によるまちづくりを推進し
ていくためには、コミュニティ組
織やボランティア団体、ＮＰＯな
どの多様な活動をまちづくりの力
となるように結び付けることが重
要である。そのため、“つなぎ
役”を担うとめ市民活動プラザに
おいて、専門講座や講習会等の内
容を充実させ、地域の課題解決に
向けた支援メニューを拡充するな
ど、中間支援組織の体制強化を図
り、協働によるまちづくり活動の
支援につなげる。

○協働によるまちづくり
を担う中間支援組織の体
制強化

■平成30年度取組内容

〇各コミュニティ等への訪問により情報収集に努めてニーズを把握したほか、ホームページや情報誌（ぷらっと・と
め）、コミュニティエフエム放送を活用して積極的な情報発信を行うなどし、市民への周知を図り、活動実績件数は目
標を上回る8,280件となった。
○コミュニティや市民活動団体等のニーズに対応し、専門講座の充実を図り、利用件数の増加に努めた。
○ＮＰＯ法に基づく認証団体は、数年前から設立に向けて準備を進めていた２団体が、新たに設立認証された。

○市民主体の有効な利用を目的と
した管理運営や公平性確保の観点
から、集会施設適正化推進計画を
基本として、公の集会施設の譲与
及び解体を推進する。
・譲与：13施設
・解体：４施設

○集会施設の譲与数
・譲与：13施設
・解体：４施設

■平成30年度取組内容

○自治組織等に貸付している施設の譲与契約を締結した。

取組概要 達成指標

市民活動団体への支援

様々な媒体を活用した認知度向上の取組

・条例改正、普通

財産化

・譲与契約の締結

及び解体

・条例改正、普通

財産化

・譲与契約の締結

及び解体

・条例改正、普通

財産化

・譲与契約の締結

・条例改正、普通

財産化

・譲与契約の締結
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　②多様な担い手との連携強化

　　・民間委託と民営化の推進

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○対象業務の抽出
○導入スケジュールの
調整

○委託業務についての
調査検討

○窓口委託について引
き続き情報収集と検討
を行なう
○本庁業務（戸籍入
力・郵送証明業務等）
の委託業務の検討

○支所窓口の待ち時間
の短縮などサービスの
向上に向けた対策の検
討
〇戸籍業務委託・集約
化の検討

○支所窓口の待ち時間
の短縮などサービスの
向上に向けた対策の検
討
〇戸籍業務委託・集約
化の検討。

■平成30年度達成内容

○委託に向けた、業務内
容の調査と問題点の整
理、実施可能な業務の検
討を行った。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○施設再編、認定こど
も園設置に伴う保育
所、幼稚園の経営移譲
及び民設認定こども園
の対象地域との調整

○施設再編、認定こど
も園設置に伴う保育
所、幼稚園の経営移譲
及び民設認定こども園
の対象地域との調整
○地域との調整完了後
の再編及び経営移譲の
順次実施

○施設再編、認定こど
も園設置に伴う保育
所、幼稚園の経営移譲
及び民設認定こども園
の対象地域との調整
○地域との調整完了後
の再編及び経営移譲の
順次実施

○施設再編、認定こど
も園設置に伴う保育
所、幼稚園の経営移譲
及び民設認定こども園
の対象地域との調整
○地域との調整完了後
の再編及び経営移譲の
順次実施

○施設再編、認定こど
も園設置に伴う保育
所、幼稚園の経営移譲
及び民設認定こども園
の対象地域との調整
○地域との調整完了後
の再編及び経営移譲の
順次実施

■平成30年度達成内容

○民間事業者の認定こど
も園整備事業着手に伴う
補助を行った。
○対象地域との調整によ
り事業者を決定した。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

○定型的業務に関する委
託の推進

■平成30年度取組内容

所管部局

窓口業務等の委託の
推進

市民生活部
市民生活課

保育所・幼稚園の民
営化の検討

福祉事務所
子育て支援課

○総合支所窓口業務の民間委託について検討を行なったが、現行の制度上では、現場での直接指示は委託先職員の独立
性の確保のため禁止されており、申請書の不備の修正指示なども「判断事項」となり、委託先では対応できないとの結
論に至った。

○各町域ごとの設定を基本とする
登米市市立幼稚園・保育所再編方
針を策定するとともに、再編に伴
う認定こども園の設置の際の民営
化等を推進する。

○市立保育所・幼稚園の
再編に伴う認定こども園
化と民営化

■平成30年度取組内容

〇Ｈ30年10月、（仮称）石越こども園（(福)未来設立準備会）の整備運営事業者並びに（仮称）津山こども園（(福)清
山会）の運営事業者の決定を行った。
〇Ｈ29～Ｈ30で実施した（仮称）東佐沼こども園（(福)のぞみ）の事業者による事業進捗により、進捗率90％相当分の
補助を行った。
〇佐沼明星こども園（(福)瑞光会）、登米北上こども園（(福)専称福祉会）、米谷こども園（(福)牧羊会）の運営事業
者に対し、移行支援交付金を交付した。

○本市の住基・福祉等における支
所窓口業務は、小人数で多種業務
を臨機応変に対応しながら処理し
ており、契約上の仕様に基づく作
業を原則とする委託業務では現在
のような柔軟な対応は難しいが、
国による法改正や制度改正などの
動きもあることから、これらの動
向を踏まえ、新たな手法も含めて
引き続き検討を行なう。

取組概要 達成指標

対象業務の抽出

施設再編・整備に伴う認定こども園化と民間への経営移譲の推進

再編及び経営移譲の順次実施

業務委託の調査検討

本庁業務委託の検討

窓口委託の調査検討

制度改正の情報収集・新たな手法検討
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　　・公共施設の計画的な管理

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○公共施設等総合管理
計画と施設個別計画と
の調整
○施設名称統合、付帯
施設活用：11施設
○譲与：２施設
○閉鎖：１施設
○削減額：4,074千円

○譲与：２施設
○削減額：4,008千円

○施設名称統合、付帯
施設活用：５施設
○閉鎖：７施設
○削減額：4,221千円

○付帯施設活用：１施
設
○閉鎖：１施設
○貸与：１施設
○削減額：4,101千円

○実施状況の検証と次
期計画の策定

■平成30年度達成内容

○計画の目標以外の施設
について実績があった
が、計画した施設につい
ては削減等の効果がな
かった。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○新規導入予定施設数
・１施設（米山平筒沼
ふれあい公園）
○統廃合及び譲渡等の
実施

○新規導入予定施設数
・11施設（東和総合運
動公園ほか）
○統廃合及び譲渡等の
実施

○新規導入予定施設数
・８施設（伊豆沼・内
沼サンクチュアリセン
ターほか）
○統廃合及び譲渡等の
実施

○統廃合及び譲渡等の
実施

○新規導入予定施設数
・１施設（長沼ボート
場クラブハウス）
○統廃合及び譲渡等の
実施

■平成30年度達成内容

○指定管理者制度導入件
数
・８／８施設
　(達成率：100%)

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

公共施設の適正な配
置と管理

総務部
総務課

取組概要 達成指標

指定管理者制度の推
進

企画部
企画政策課

○本市では、既に登米市公共施設
適正配置計画の策定に取り組んで
おり、この計画を登米市公共施設
等総合管理計画に引き継ぐととも
に、庁舎や病院、インフラ施設等
計画の対象外となった施設を追加
項目として加え、登米市公共施設
等総合管理計画を平成28年度に策
定している。
○登米市公共施設等総合管理計画
を上位計画として、施設分類毎に
個別計画を策定し、全庁横断型の
組織を構成しながら、更新、統廃
合、長寿命化・安全化を実施して
いくこととしている。

○更新、統廃合、長寿命
化・安全化など施設管理
に関する基本方針に基づ
く個別計画の策定及び実
施
・所有施設の一元管理及
び事務の効率化と情報共
有
・維持管理費の削減
　⇒累計額：16,404千円

■平成30年度取組内容

〇登米市公共施設等総合管理計画を平成28年12月26日に策定した。この計画を上位計画として、施設分類毎に個別計画
を策定するにあたり、素々々案から素案の作成までを各担当部署と連携を取りながら推進した。このほか、学識経験
者、有識者、市民から構成される登米市の公共施設を考える会を設置し、計３回、各案の取りまとめ段階ごとに提示
し、意見を受け反映する体制を整えた。
〇計画の目標に挙げられた施設については削減効果が上がらなかったが、計画外において５施設を地域移管、２施設を
民間譲渡、７施設を除却し施設の解体及び譲渡を進めたほか、２施設の多機能化、１施設の転用、３施設の更新、２施
設の大規模改修を実施した。

○利用者へのサービスの向上や経
費の削減が期待できる施設や、管
理業務が主となっている公の施設
などについて、指定管理者制度の
導入を推進する。

○指定管理者制度の導入
推進
・令和２年度までに21施
設への制度導入
○施設の統廃合、民間等
への譲渡及び貸付

■平成30年度取組内容

○平成30年度は、「Ｂ＆Ｇ海洋センター（６施設）」「伊豆沼・内沼サンクチュアリセンター」「迫野鳥観察館」につ
いて、予定どおり指定管理者制度を導入し、年度目標を達成できた。

施設個別計画

との調整
施 設 個 別 計 画 の 実 施

全体事業の再検証

指定管理者制度の順次導入

登米市公共施設等総合管理計画に基づいた指定管理施設の統廃合及び譲渡等の実施
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　③公正の確保と透明性の向上

　　提供情報の強化

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○ＳＮＳの活用の検討
○ＦＭの放送内容の検
討

■平成30年度達成内容

○積極的な情報発信、適
時不要な情報を削除しな
がら更新作業に努めたこ
とにより、年間総アクセ
ス数が3,930,443件となっ
た。
〇フェイスブック年間
1,620いいね！の達成。
〇メール配信サービス登
録者数が636人増加。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

行政情報の発信強化
総務部

市長公室

取組概要 達成指標

○ホームページへのアク
セス数の増加
・令和２年度：420万件
○メール配信サービス登
録者数の増加
・令和２年度：15,000人

○ホームページデザインのリニューアル

○様々な機会や広報媒体を活用したメール配信サービス登録の推進
　【メールサービス目標登録者数　令和２年度：15,000人】

○情報発信ツールの特徴を活かした情報の提供の充実
　【ホームページ目標アクセス数　令和２年度:420万件】

○現在よりも分かりやすい情報提
供ができるよう、ホームページの
デザインをリニューアルしアクセ
ス数の増加を図る。また、フェイ
スブックならではの即時性を活か
して安定的、継続的に情報発信で
きるよう掲載情報のパターン化や
情報掲載ルートの簡素化などに取
り組む。
○メール配信サービスの登録者の
増加の取組と、様々なソーシャル
ネットワークサービスの活用を検
証する。
○登米コミュニティエフエムの市
政情報の対話式放送について、放
送スタイルや内容について必要に
応じた見直しを行う。

○ホームページ：閲覧者にとって、見やすく扱いやすいホームページを構築した。
○フェイスブック：リアルタイムな情報発信と双方向性を生かし、市政情報等をきめ細やかに発信し、情報の共有体制
の構築と市の情報発信力の強化を図った。
○メール配信サービス：リアルタイムな防災・防犯情報、市政情報等をきめ細やかに発信し、情報の共有体制の構築と
市の情報発信力の強化を図った。

■平成30年度取組内容

ホームページデザイン変更
情報発信ツールの特徴を活かした情報の提供の充実

メール配信サービスの内容の充実と登録の推進

ＳＮＳ、ＦＭの検討
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　　・市民意向の反映

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○適正な意見公募手続
きの実施
○効果的な市政モニ
ターの意見の活用

○適正な意見公募手続
きの実施
○効果的な市政モニ
ターの意見の活用

○適正な意見公募手続
きの実施
○効果的な市政モニ
ターの意見の活用

○適正な意見公募手続
きの実施
○効果的な市政モニ
ターの意見の活用

○適正な意見公募手続
きの実施
○効果的な市政モニ
ターの意見の活用

■平成30年度達成内容

■意見公募手続きを実施
した。
■市政モニター会議の開
催と意見・要望の受付・
回答、寄せられた意見等
を関係部署に周知すると
ともに全庁で情報を共有
した。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○調査の実施と調査結
果による現状把握・対
応策の検証

○調査の実施と調査結
果による現状把握・対
応策の検証

■平成30年度達成内容

令和元年度の調査実施に
向けた検討と準備を行っ
た。

■平成30年度達成状況

―

■平成30年度取組内容

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局取組概要

広聴活動の充実
総務部

市長公室

まちづくり市民意向
調査（満足度）の実
施

企画部
企画政策課

○適正な意見公募手続き
の実施
○施策に対する市政モニ
ターの意見を取り入れた
検証

■平成30年度取組内容

〇意見公募手続き：教育委員会における計画１件を公表した。
〇市政モニター：会議及び市政モニターから提出された連絡票での意見・要望等について、随時受付・回答した。寄せ
られた意見・要望等を関係部署に周知するとともに、全庁で情報を共有した。

○意見募集の告知は、広報紙及び
ホームページなど複数の媒体に掲
載して広く周知し、積極的な意見
の応募を促すとともに、応募され
た意見に対する本市の考え方を
ホームページに掲載して、公表す
る。
○施策を立案する段階で考慮すべ
き市民の意識に関する調査や、本
市の重要施策や各種事業等の検証
への意見聴取など、さまざまな場
面で市政モニター制度の効果が得
られるよう活用していく。

○登米市総合計画による市民意向
調査を実施して、現状の市民の満
足度や意見・考え等を把握する。
意向調査により把握した市民ニー
ズを踏まえ、総合計画実施計画に
反映させ、施策を実施する。
○市民を取り巻く社会経済情勢に
よるニーズの変化と実施した各種
施策に対する２年間の評価期間を
経て、３年ごとに調査を実施す
る。

○市民意向の調査による
基礎データの収集・分析
による市民ニーズの把握
・調査票回収率50％目標
・第一次総合計画のまち
づくりの基本方向の評価
項目は49項目
・第二次総合計画のまち
づくりの基本政策の評価
項目は58項目

○第二次登米市総合計画（基本計画）の見直し方針（平成30年11月19日策定）を策定し、市民ニーズを把握する手段と
して「まちづくり市民意向調査」の実施を位置付けるとともに、調査実施に係る方法、内容などについて、登米市総合
計画推進本部ワーキンググループでの検討と、登米市総合計画推進本部幹事会幹事への意見聴取を行い令和元年度の調
査実施に向けた準備を行った。

達成指標

意見聴取による行政運営の改善

実施・分析 実施・分析
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（２）持続可能な財政運営の推進

　①計画的な財政運営の推進

　　・中長期的な見通しを踏まえた財政運営

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○普通交付税一本算定
移行後を見据えた中長
期的な財政見通しの策
定

○普通交付税一本算定
移行後を見据えた中長
期的な財政見通しの策
定
○財政健全化基本指針
と長期財政計画の策定

○普通交付税一本算定
移行後を見据えた中長
期的な財政見通しの策
定
○財政健全化基本指針
と長期財政計画の進行
管理

○普通交付税一本算定
移行後を見据えた中長
期的な財政見通しの策
定
○財政健全化基本指針
と長期財政計画の進行
管理

○普通交付税一本算定
移行後を見据えた中長
期的な財政見通しの策
定
○財政健全化基本指針
と長期財政計画の進行
管理

■平成30年度達成内容

○中長期的な財政見通し
を策定した。
○財政健全化基本指針の
策定と長期財政計画の更
新をした。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○地方債発行総額の抑
制
○銀行等資金の繰上償
還

○地方債発行総額の抑
制
○銀行等資金の繰上償
還

○地方債発行総額の抑
制
○銀行等資金の繰上償
還

○地方債発行総額の抑
制
○銀行等資金の繰上償
還

○地方債発行総額の抑
制
○銀行等資金の繰上償
還
○年度末地方債残高を
492億円以下に抑制

■平成30年度達成内容

○地方債残高を踏まえた
起債充当事業の予算計上
・対前年度末市債残高：
1,655,065千円増（3.3%
増）

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

地方債残高の抑制
企画部
財政課

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局取組概要 達成指標

中長期的な財政見通
しの策定

企画部
財政課

○これまで、当初予算編成におい
て、総合計画実施計画を基本とし
た向こう３か年の「財政見通し」
を策定しているが、普通交付税の
合併算定替終了など、本市を取り
巻く財政環境が、今後ますます厳
しくなることから、本市財政を中
長期的に見通した財政見通しを策
定する。
○中長期的な財政目標値を示した
財政健全化基本指針並びに長期財
政計画を策定し、持続可能な行財
政運営の構築と健全な財政基盤の
確立に向けて取り組む。

○中長期的な財政見通し
の策定
○財政健全化基本指針と
長期財政計画の策定及び
進行管理

■平成30年度取組内容

〇平成30年度当初予算をベースに、普通交付税の合併算定替終了に伴う段階的縮減など国の動向を考慮しながら、第二
次総合計画実施計画を反映した向こう３か年の財政見通しを策定した。
〇本市の財政状況は、地方交付税の大幅な減額などの影響により、これまで以上に厳しい財政状況が続くと見込まれて
いることから「持続可能な財政基盤の確立」と「次世代に大きな負担を残さない」健全な財政運営を目指すため、財政
健全化基本指針を踏まえた向こう10年間(平成30年度～令和９年度)の長期財政計画を更新(ローリング)した。

○地方債残高を抑制し、公債費負
担の軽減を図るため、下記の取り
組みを行う。
①地方債発行総額の抑制
・単年度で発行する地方債総額の
目安（最大値）を、元金償還額の
範囲内とすることで地方債残高の
抑制を図る。
②銀行等資金の繰上償還
・減債基金を活用して銀行等資金
の繰上償還を実施し、地方債残高
の抑制を図る。

○地方債残高の抑制
・令和２年度末地方債残
高を、平成27年度末地方
債残高見込額（492億円）
以下に抑制（ただし、未
来のまちづくり推進基金
造成に係る地方債を除
く）。

■平成30年度取組内容

○市財政の硬直化を招かぬよう、各年度の市債発行額を元利償還金額以下に抑制することを目的とし、平成30年度当初
予算編成時において、実施事業の財源及び、銀行等資金に係る繰上償還についての検討を行った。
〇平成30年度末地方債残高は約513億５千万円であり、達成指標等で定めた「未来のまちづくり推進基金造成」に係る
地方債23億２千万円を除いた地方債残高は約490億３千万円である。

財政見通しの策定による計画的な財政運営

地方債残高の抑制による公債費負担の軽減

予算や財政見通しへの反映
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○合併算定替終了に伴
う財政対策連絡協議会
の継続加入による国へ
の要望活動や制度改正
情報の収集
○制度改正に対応した
正確な数値の把握と予
算や財政見通しへの反
映

○合併算定替終了に伴
う財政対策連絡協議会
の継続加入による国へ
の要望活動や制度改正
情報の収集
○制度改正に対応した
正確な数値の把握と予
算や財政見通しへの反
映

○合併算定替終了に伴
う財政対策連絡協議会
の継続加入による国へ
の要望活動や制度改正
情報の収集
○制度改正に対応した
正確な数値の把握と予
算や財政見通しへの反
映

○合併算定替終了に伴
う財政対策連絡協議会
の継続加入による国へ
の要望活動や制度改正
情報の収集
○制度改正に対応した
正確な数値の把握と予
算や財政見通しへの反
映

○合併算定替終了に伴
う財政対策連絡協議会
の継続加入による国へ
の要望活動や制度改正
情報の収集
○制度改正に対応した
正確な数値の把握と予
算や財政見通しへの反
映

■平成30年度達成内容

○国の制度改正動向等の
把握と対応

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

国の制度改正動向の
把握と的確な対応

企画部
財政課

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局取組概要 達成指標

○国で行われている普通交付税算
定方法の見直しや、地方財政対
策、税制改正など、国の制度改正
動向を的確に把握し、計画的な財
政運営を行う。

○国の制度改正動向の把
握と対応

■平成30年度取組内容

○平成30年度普通交付税当初予算額は、地方財政対策による伸び率を使用した算定額から、合併算定替終了に伴う激変
緩和期間による減額分及び地方譲与税や税交付金等の増額による基準財政収入額の増額分を控除し、前年交付額より約
９億９千万円減額の15,255,000千円を見込んだ。
〇算定結果については、前年交付額より約８億円減額の15,446,221千円となり、当初予算額を上回った。

予算や財政見通しへの反映

国の制度改正動向の把握
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　②安定的な財源の確保と経費の節減・合理化

　　・安定した財源の確保

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○現年：97.30％
・Ｈ26増減額：
　35,225千円
○滞繰：21.00％
　Ｈ26増減額：
　11,412千円

○現年：97.50％
・Ｈ26増減額：
　59,518千円
○滞繰：22.00％
・Ｈ26増減額：
　24,682千円

○現年：97.60％
・Ｈ26増減額：
　71,664千円
○滞繰：22.50％
・Ｈ26増減額：
　31,317千円

○現年：97.70％
・Ｈ26増減額：
　83,811千円
○滞繰：23.00％
・Ｈ26増減額：
　37,952千円

○現年：97.80％
・Ｈ26増減額：
　95,957千円
○滞繰：23.50％
・Ｈ26増減額：
　44,587千円

■平成30年度達成内容

○現年：98.23％
・調定額12,355,991千円
　×（98.23%－97.01%）
　＝150,743千円
○滞繰：27.06％
・調定額1,018,502千円
　×（27.06%－20.14%）
　＝70,480千円

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

○現年：99.03％
・Ｈ26増減額：197千
円
○滞繰：34.78％
・Ｈ26増減額： 26千
円

○現年：99.06％
・Ｈ26増減額：271千
円
○滞繰：34.98％
・Ｈ26増減額： 52千
円

○現年：99.09％
・Ｈ26増減額：345千
円
○滞繰：35.18％
・Ｈ26増減額： 77千
円

○現年：99.12％
・Ｈ26増減額：419千
円
○滞繰：35.38％
・Ｈ26増減額：103千
円

○現年：99.15％
・Ｈ26増減額：493千
円
○滞繰：35.58％
・Ｈ26増減額：129千
円

■平成30年度達成内容

○現年：98.73％
・調定額165,910千円
　×(98.73%－98.95%）
　＝△365千円
○滞繰：48.04％
・調定額3,332千円
　×(48.04%－34.58%）
　＝448千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

市税等の収納率向上
総務部

収納対策課

取組概要 達成指標

保育料の収納率向上
福祉事務所

子育て支援課

○現年度分の未納対策
・納付方法について、口座振替を
推奨する。
・私立保育所に対して、可能な協
力依頼（啓蒙、引き合せ等）を行
う。
・複数月未納者に対して、児童手
当からの特別徴収を実行する。
○滞納繰越分の確実な納付指導
・納付誓約書の徴取とともに、児
童手当からの徴収申出書の提出に
ついて理解を求める。
○適切な事務処理
・実態調査等に基づき、徴収困難
者の収納対策課への移管、生活困
窮等による執行停止を行う。
【参考】
平成26年度
現年度分調定額：246,404千円
（収納率：98.95％）
滞納繰越分調定額：12,899千円
（収納率：34.58％）

○未納保育料の圧縮
・現年度収入の増額：
　1,725千円
・滞納繰越の減額：
　387千円

■平成30年度取組内容

〇未納対策事務
・納付方法の口座振替移行推進（4月、9月納付書送付時、4月督促時、2月内定通知にチラシ・申込書同封）
・滞納管理システムによる滞納者管理（債権、進行管理の迅速対応）
・督促状発行（毎月、公立分は施設長が配付・納付指導）
・延滞金納付書発行（毎月、納期限後期別保育料完納者に対する確定延滞金の徴収）
・催告書送付(現年分4月:26件、滞繰分4月:6件、現年分7月:13件、現年(滞繰含)8月:23件、現年上半期分10月:11件、
現年分12月:18件、滞繰分12月:13件)
〇滞納者の預貯金調査
・未納対策行動
〇夜間電話催促（4月:14件、ほか随時）
・取組実績
〇児童手当からの保育料徴収（滞繰含む　6月期:24件、8月:1件、10月期:19件、2月期:14件　計:1,788,390円）

○第１次徴収率向上計画（平成21
～23年度）、第２次徴収率向上計
画（平成24～26年度）、第３次徴
収率向上計画（平成27～29年度）
に基づき税収等の確保に努めてき
ており、今後も平成30年度から令
和２年度までを計画期間とする第
４次収納向上計画に基づき現年度
分の徴収強化を行い、引き続き自
主財源の確保に努める。
【参考】
平成26年度
現年度分調定額：12,146,457千円
（収納率：97.01％）
滞納繰越分調定額：1,326,987千円
（収納率：20.14％）

○未納市税等の圧縮
・現年度収入の増額：
　346,175千円
・滞納繰越の減額：
　149,950千円

■平成30年度取組内容

○後期高齢者医療保険料並びに介護保険料を除き、平成23年４月から平成25年６月まで、税外４債権（保育所保育料、
市営住宅使用料、学校給食費、幼稚園授業料）に係る滞納繰越分の徴収業務を収納対策課で担当してきたが、平成25年
７月より市債権全てを対象に徴収困難案件を受け入れ、税外債権の徴収率向上に努めている。
○滞納整理に関する職員のスキルアップを図るための各種研修への参加や、県滞納整理機構への派遣経験職員等の知
識、理論、技術を習得することで徴収率の向上につなげた。
○宮城県市町村合同インターネット公売へ出品し、その内容について広報等で周知を行うことで市民等へ納税意識の醸
成を図った。

第４次計画の推進

第３次計画の推進

第４次計画の策定

第５次計画の策定

随時催告、訪問徴収の実施による未納保育料の圧縮
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○現年
・市営：95.76％
　Ｈ26増減額：
　1,186千円
・定住：96.43％
　Ｈ26増減額：560千
円
○滞繰
・市営：15.16％
　Ｈ26増減額：245千
円
・定住：35.51％
　Ｈ26増減額：
　1,156千円

○現年
・市営：96.26％
　Ｈ26増減額：
　1,936千円
・定住：96.53％
　Ｈ26増減額：632千
円
○滞繰
・市営：15.26％
　Ｈ26増減額：276千
円
・定住：35.52％
　Ｈ26増減額：
　1,157千円

○現年
・市営：96.76％
　Ｈ26増減額：
　2,686千円
・定住：96.63％
　Ｈ26増減額：705千
円
○滞繰
・市営：15.36％
　Ｈ26増減額：307千
円
・定住：35.53％
　Ｈ26増減額：
　1,157千円

○現年
・市営：97.26％
　Ｈ26増減額：
　3,437千円
・定住：96.73％
　Ｈ26増減額：778千
円
○滞繰
・市営：15.46％
　Ｈ26増減額：338千
円
・定住：35.54％
　Ｈ26増減額：
　1,158千円

○現年
・市営：97.76％
　Ｈ26増減額：
　4,187千円
・定住：96.83％
　Ｈ26増減額：850千
円
○滞繰
・市営：15.56％
　Ｈ26増減額：369千
円
・定住：35.55％
　Ｈ26増減額：
　1,158千円

■平成30年度達成内容

○現年
・市営：△1,192千円
・定住：  1,809千円
〇滞繰分
・市営：　 119千円
・定住：　 436千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○現年：99.59％
・Ｈ26増減額：72千円
○滞繰：66.50％
・Ｈ26増減額：134千
円

○現年：99.60％
・Ｈ26増減額：144千
円
○滞繰：68.50％
・Ｈ26増減額：221千
円

○現年：99.61％
・Ｈ26増減額：215千
円
○滞繰：69.00％
・Ｈ26増減額：243千
円

○現年：99.62％
・Ｈ26増減額：287千
円
○滞繰：69.50％
・Ｈ26増減額：265千
円

○現年：99.63％
・Ｈ26対比：359千円
○滞繰：70.00％
・Ｈ26対比：287千円

■平成30年度達成内容

○現年：99.56％
・調定額768,731千円
　×（99.56%－99.58%）
　＝△154千円
○滞繰：73.16％
・調定額4,230千円
　×（73.16%－63.45%）
　＝411千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

住宅使用料の収納率
向上

建設部
住宅都市整備

課

下水道使用料の収納
率向上

建設部
下水道課

■平成30年度取組内容

〇平成30年度実績
　・現年分調定額　768,731,697円（収納率99.56％）
　・滞繰分調定額　　4,229,949円（収納率73.16％）
〇現年度分については、水道事業所（お客様センター）に徴収を委託している。
〇滞納繰越分については、転居先の居住地調査や戸別訪問徴収を実施した。

取組概要 達成指標

○コンビニ納付の周知による納付機会の拡充や、督促状・催告書の送付、戸別訪問の実施、納付相談呼び出し通知の送
付、連帯保証人への協力依頼及び債務履行要請、収納対策課への移管等を行った。
○平成30年度実績
・現年　市営：94.15％　調定額145,316千円×(94.15%－94.97%）＝△1,192千円
　　　　定住：97.96％　調定額 78,631千円×(97.96%－95.66%）＝  1,809千円
・滞繰　市営：14.76％　調定額 30,502千円×(14.76%－14.37%）＝　　119千円
　　　　定住：18.16％　調定額  7,574千円×(18.16%－12.41%）＝  　436千円

○下水道使用料における不納欠損
理由の大半は居所不明者等である
が、居所不明者以外については既
納付者との公平性を欠くことのな
いよう、納付誓約による時効の中
断を行った上で、個別に相談を受
けながら未納下水道使用料の圧縮
を図る。
○居所不明者については、水道事
業所と連携を図り、転居先市町村
に居住地を照会するなど、不明者
の居所特定に努める。
○夜間訪問等を実施しながら悪質
な滞納者については、収納対策課
へ移管するなど滞納整理の強化を
図る。
【参考】
平成26年度
現年度分調定額：718,206千円
（収納率：99.58％）
滞納繰越分調定額：4,381千円
（収納率：63.45％）

○未納下水道使用料の圧
縮
・現年度収入の増額：
　1,077千円
・滞納繰越の減額：
　1,150千円

○滞納繰越分への徴収強化に取り
組むとともに、新たな滞納繰越分
の発生を抑制するため、現年未納
者及び連帯保証人への早期対応を
行い、滞納者の生活・経済状況を
的確に把握した上で、生活困窮者
に対しては適切な整理、対応を行
う。
○悪質な滞納者に対しては収納対
策課への移管や催告主義から申立
て（民事執行）主義の滞納整理へ
の切り替えを行うため、職員が債
権管理、回収に必要な知識、技術
の習得に努め、必要に応じて顧問
弁護士へ相談し効率的で有効な方
法を選択する。
【参考】
平成26年度
現年度分調定額
市営：150,079千円
　　　（収納率：94.97％）
定住：72,666千円
　　　（収納率：95.66％）
滞納繰越分調定額
市営：30,976千円
　　　（収納率：14.37％）
定住：5,006千円
　　　（収納率：12.41％）

○未納住宅使用料の圧縮
・現年度収入の増額
　市営：13,432千円
　定住：3,525千円
・滞納繰越の減額
　市営：1,535千円
　定住：5,786千円

■平成30年度取組内容

随時催告、訪問徴収の実施による未納住宅使用料の圧縮

随時催告、訪問徴収の実施による未納下水道使用料の圧縮

地方公営企業法

適用
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○現年：98.81％
・Ｈ26増減額：181千
円
○滞繰：18.92％
・Ｈ26増減額：21千円

○現年：98.82％
・Ｈ26増減額：218千
円
○滞繰：18.94％
・Ｈ26増減額：28千円

○現年：98.83％
・Ｈ26増減額：254千
円
○滞繰：18.96％
・Ｈ26増減額：35千円

○現年：98.84％
・Ｈ26増減額：290千
円
○滞繰：14.98％
・Ｈ26増減額：6千円

○現年：98.85％
・Ｈ26増減額：326千
円
○滞繰：15.00％
・Ｈ26増減額：11千円

■平成30年度達成内容

〇現年：98.71％
　調定額　306,528千円
×（98.71％-98.76％）
＝△153千円
〇滞繰：14.02％
　調定額　28,287千円
×(14.02％-18.86％）
＝△1,369千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○現年：99.60％
・Ｈ26増減額：50千円
○滞繰：33.00％
・Ｈ26増減額：13千円

○現年：99.65％
・Ｈ26増減額：69千円
○滞繰：34.00％
・Ｈ26増減額：21千円

○現年：99.70％
・Ｈ26増減額：88千円
○滞繰：35.00％
・Ｈ26増減額：28千円

○現年：99.75％
・Ｈ26増減額：107千
円
○滞繰：36.00％
・Ｈ26増減額：36千円

○現年：99.80％
・Ｈ26増減額：126千
円
○滞繰：37.00％
・Ｈ26増減額： 44千
円

■平成30年度達成内容

○現年：99.88％
・調定額13,336千円
　×(99.88%－99.47%）
　＝55千円
○滞繰：22.77％
　調定額323千円
　×(22.77%－31.25%）
　＝△27千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

学校給食費の収納率
向上

教育委委員会
教育総務課

幼稚園授業料の収納
率向上

教育委員会
学校教育課

〇徴収嘱託員２人を配置、過年度分及び現年度分未納者を訪問して徴収に努めた。
〇給食センターとしても、毎月、現年度未納者への通知連絡を行っている。
　また、1月には電話による督促を実施、納付漏れがないよう未納者へ促した。
〇5月、10月、2月に、学校、給食センター、教育総務課が連携して重点行動を実施、過年度分及び現年度分未納者に督
促した。
〇学校、学校教育課、教育総務課の連携による就学援助費(給食費）及び子育て支援課、教育総務課の連携による児童
手当での収納事務を実施した。

○平成26年４月１日から学校給食
費、保育料、幼稚園授業料の徴収
業務を専門的に担当する徴収嘱託
員を教育総務課に配置して、訪問
による催告・徴収により過年度分
を重点的に徴収に努めているが、
現年度分については幼稚園、小・
中学校の職員による電話での納付
奨励・督促を各学期末を中心に
行っているほか、学校給食セン
ターの職員が直接家庭訪問し、相
談・督促等を行う「重点行動」を
定期的に行い、収納率の向上に努
めている。
○滞納繰越分については、納付誓
約不履行の高額未納者や遠隔地に
転居しているような徴収困難案件
を中心に収納対策課と連携・協議
を重ね、移管により法的手段を講
じるなど専門的な徴収により未納
解消に努めていく。
○就学援助費からの徴収について
は、平成23年度から完全実施し、
児童手当からの徴収については、
平成25年度の制度設定時から申出
に対応している。
【参考】
平成26年度
現年度分調定額：362,752千円
（収納率：98.76％）
滞納繰越分調定額：35,097千円
（収納率：18.86％）

○平成26年４月１日から学校給食
費、保育料、幼稚園授業料の徴収
業務を担当する非常勤職員を配置
しているが、各幼稚園では納付に
対する個別・訪問相談や電話によ
る納付奨励・督促等の「重点行
動」を定期的に実施し、収納率の
向上を図っている。
○滞納繰越とならないよう、現年
度分の未納対策として口座振替に
よる納付を推奨する。
【参考】
平成26年度
現年度分調定額：38,169千円
（収納率：99.47％）
滞納繰越分調定額：759千円
（収納率：31.25％）

○未納幼稚園授業料の圧
縮
・現年度収入の増額：
　440千円
・滞納繰越の減額：
　142千円

■平成30年度取組内容

○未納学校給食費の圧縮
・現年度収入の増額：
　1,269千円
・滞納繰越の減額：
　101千円

■平成30年度取組内容

取組概要 達成指標

○Ｈ30年度実績
・現年度調定額　　調定額13,336,250円［内訳　授業料　9,820,750円　預かり保育料　3,515,500円］（収納率
99.88%）
・滞納繰越分実績　調定額　 323,150円（収納率22.77%）
○第２子半額、第３子以降無償化、非課税世帯の無償化、障害者世帯、ひとり親世帯の減額措置または無償化

随時催告、訪問徴収の実施による未納学校給食費の圧縮

随時催告、訪問徴収の実施による未納幼稚園授業料の圧縮
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○見直し後の利用者負
担額等の適用（私立幼
稚園の新制度移行、公
立幼稚園の保育所型預
かり保育の実施、多子
軽減拡充、国基準改正
対応）
○平成29年度以降適用
に向け見直しの検討
○延長保育料にかかる
情報収集

○見直し後の利用者負
担額等の適用（認定こ
ども園開園、国基準改
正対応）
○Ｈ30以降適用に向け
見直しの検討（１・
２・３号の包括的な見
直し）
○延長保育料にかかる
情報収集

○見直し後の利用者負
担額等の適用（１・
２・３号の包括的な見
直し）
○延長保育料にかかる
情報収集

○国の動向や市内外の
状況等を踏まえなが
ら、適正化にかかる調
整を継続

○国の動向や市内外の
状況等を踏まえなが
ら、適正化にかかる調
整を継続

■平成30年度達成内容

○情報収集、関連部署と
の情報共有

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○近隣市町村の実施状
況の調査（受診料の検
証）
○受診率向上による国
保財政の健全化

○近隣市町村の実施状
況の調査（受診料の検
証）
○受診率向上による国
保財政の健全化

○近隣市町村の実施状
況の調査（受診料の検
証）
○受診率向上による国
保財政の健全化
○国の検診事業動向の
調査

○無料化・一部有料化
と実施時期の判断
〇受診率向上による国
保財政の健全化
〇国の検診事業動向の
調査

○受診率向上による国
保財政の健全化

■平成30年度達成内容

○受診率の状況確認
○国におけるがん検診の
あり方に関する検討会の
情勢の確認

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

保育料・幼稚園授業
料の適正化

福祉事務所
子育て支援課

教育委員会
学校教育課

検診料の適正化
市民生活部
健康推進課

〇１・２・３号の利用者負担額について、国では３～５歳までの認可保育園に在籍する園児の保育料の無償化を示して
おり、その情報収集を行った。
○延長保育料の徴収状況について、県内自治体（市のみ）の情報収集を行った。

○近隣市町村の検診実施状況の把
握を行うとともに、国におけるが
ん検診の状況を注視しつつ、本市
としての施策の重要度や財政的な
見通しも含め、総合的に判断を行
う。

○検診料の適正化
・検診料総額に占める自
己負担割合
・受診率向上による国保
財政の健全化

■平成30年度取組内容

○生活習慣病等の予防や疾病の早期発見による重症化を防ぐことにつながる検診の受診率の向上は重要施策の一つであ
り、受診率の向上に有効である自己負担額の無料化を継続した。
○国におけるがん検診のあり方に関する検討会での検討内容について情報収集を行った。

○新制度において、認定区分が同
じ、あるいは同一の利用時間であ
れば保護者負担が同じ水準となる
ように調整を図る。
○保育所保育料については、国基
準利用者負担額との割合に着目さ
れるものであることから、国の動
向を踏まえながら、適正化を図
る。
○保育所の延長保育料について
は、制度過渡期における保育短時
間認定者の利用状況を踏まえ、有
料化の検討を行う。
○幼稚園授業料（私立１号認定利
用者負担額含む）については、国
基準利用者負担額を踏まえなが
ら、保育所保育料との整合性や公
私間の負担平準化に鑑み、適正化
を図る。
○預かり保育料は、保育所保育料
との整合性に鑑み、適正化を図
る。

○保育所保育料・幼稚園
授業料の適正化

■平成30年度取組内容

取組概要 達成指標

適正化にかかる調整

見直しの検討

見直し後の料金適用

適正な検診料の検証 無料化・一部有料化と実施時期の判断

受診率の向上による国保財政の健全化

-16-



Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○国の動向や市内外の
状況等を踏まえなが
ら、放課後児童対策の
整備と受益者負担につ
いて調整

○国の動向や市内外の
状況等を踏まえなが
ら、放課後児童対策の
整備と受益者負担につ
いて調整

○国の動向や市内外の
状況等を踏まえなが
ら、放課後児童対策の
整備と受益者負担につ
いて調整

○国の動向や市内外の
状況等を踏まえなが
ら、放課後児童対策の
整備と受益者負担につ
いて調整

○調整結果による順次
実施

■平成30分年度達成内容

○情報収集、関連部署と
の情報共有化
○応益負担にかかる考え
方の整理

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○地方債の活用は、元
利償還金への地方交付
税算入率が高い地方債
を優先することで、地
方債残高に対する地方
交付税算入率を70％以
上とする。

○地方債の活用は、元
利償還金への地方交付
税算入率が高い地方債
を優先することで、地
方債残高に対する地方
交付税算入率を70％以
上とする。

○地方債の活用は、元
利償還金への地方交付
税算入率が高い地方債
を優先することで、地
方債残高に対する地方
交付税算入率を70％以
上とする。

○地方債の活用は、元
利償還金への地方交付
税算入率が高い地方債
を優先することで、地
方債残高に対する地方
交付税算入率を70％以
上とする。

○地方債の活用は、元
利償還金への地方交付
税算入率が高い地方債
を優先することで、地
方債残高に対する地方
交付税算入率を70％以
上とする。

■平成30年度達成内容

○平成30年度債を含む平
成30年度末地方債残高に
対する交付税算入率：
77.4％
○対前年度末における交
付税算入率：増減なし

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

財政措置の高い地方
債の活用

企画部
財政課

○平成30年度の一般会計における地方債発行額は約80億３千万円で、そのうち借換債などを除いた実質的な発行額（繰
越分含む）は約56億８千万円となっている。また、これに対する交付税算入額は約41億６千万円が見込まれており、平
成30年度債における交付税算入率は73.3％となっている。なお、平成30年度末の一般会計における地方債残高は約513
億５千万円で、これに対する交付税算入額は約397億４千万円が見込まれており、平成30年度末地方債残高における交
付税算入率は77.4％となり、前年度末からの増減は無かった。

○将来の公債費負担の軽減を図る
ため地方債発行の抑制に取り組む
ものであるが、加えて、地方債活
用に当たっては、元利償還金に対
しての交付税算入率が高い地方債
を優先して活用する。
○優先して活用する地方債
（交付税算入率の高い地方債）
・臨時財政対策債　算入率100％
・辺地債　　　　　　〃　 80％
・過疎債　　　　　　〃　 70％
・合併特例債　　　　〃　 70％
など

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

放課後児童クラブ等
の負担金の適正化

福祉事務所
子育て支援課

教育委員会
生涯学習課

取組概要 達成指標

○放課後児童対策の整備を行い、
公共サービスの適正化を図るた
め、動向を踏まえながら、適正化
に向けた取組を継続する。

○利用者負担金の適正化
・放課後児童健全育成事
業利用料の設定
○放課後児童対策の整備
・放課後児童クラブと放
課後子ども教室との一体
化

■平成30年度取組内容

〇放課後児童クラブと放課後子ども教室との一体型な運営を図るため、西郷小学校での児童クラブ開設にむけ環境整備
を行った。
〇放課後子ども総合プラン登米市行動計画に基づき、放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体型または連携を進め
るため、各施設を訪問し、実施状況や利用児童数などの調査を行った。
〇負担金適正化については、国において無償化の段階的な取組みを進めていることから、その動向を踏まえ調査・調整
を行った。

○地方債残高における地
方交付税算入率
・地方債残高に対する地
方交付税算入率70％以上

■平成30年度取組内容

放課後児童対策の整備と受益者負担の適正化

財政措置の高い地方債の活用

予算への反映

調整結果による

順次実施
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○公有財産等調整委員
会での調整
・売却件数
　１件、8,798千円

○公有財産等調整委員
会での調整
・売却件数
　２件、6,789千円

○公有財産等調整委員
会での調整
・売却件数
　５件、15,516千円

○公有財産等調整委員
会での調整
・売却件数
　１件、18,786千円

○公有財産等調整委員
会での調整
・売却件数
　４件、15,793千円

■平成30年度達成内容

○年度目標の５件及び他
の売却物件３件を一般競
争入札で実施したが、目
標件数を達成できなかっ
た。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○掲載料収入
・300千円
　(150千円×２枠)

○掲載料収入
・300千円
　(150千円×２枠)
○掲載料、掲載方法等
の再検討

○掲載料収入
・300千円
　(150千円×２枠)

○掲載料収入
・300千円
　(150千円×２枠)

○掲載料収入
・300千円
　(150千円×２枠)
○掲載料、掲載方法等
の再検討

■平成30年度達成内容

○燃やせるごみ指定袋に
有料広告を募集し、150千
円×２枠（２社）＝300千
円収入。2,488千枚に掲
載。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局達成指標取組概要

遊休財産の活用の推
進

総務部
総務課

○第２次行財政改革実施計画で実
施した取り組みを、第３次行財政
改革実施計画においても引き続き
継続し、自主財源の確保のため、
安定した販売枚数のある燃やせる
ごみ指定袋の広告主を募集して、
有料広告掲載を推進する。

○広告収入の確保
・150千円×２枠×５年
　＝1,500千円

■平成30年度取組内容

ごみ指定袋への広告
掲載の推進

環境事業所
クリーン
センター

〇平成26年度より、ごみ指定袋有料広告を市広報及び市ホームページで募集を開始。
〇平成30年度は、広告掲載３社から応募があり抽選により２社、150千円×2枠＝300千円で広告収入の増収を図った。
〇広告掲載販売枚数は、燃やせるごみ指定袋2,488千枚
〇広告主側からも安価で幅広く企業のＰＲが出来たことに好評を得ている。

○遊休財産の洗出しによる売却財
産及び貸付可能財産の取りまとめ
を行い、売却可能財産について境
界確定等の条件整備を行い、一般
競争入札にて売却を行う。
○貸付財産については、広報紙や
ホームぺージで広く周知を行い、
公募による貸付を行う。

○遊休財産の活用方針の
策定
・Ｈ28～Ｒ２の売却目標
合計
　件数：13件
　金額：65,682千円

■平成30年度取組内容

○公有財産等調整委員会を４回開催し、払下げ要望地の売却や、未利用地で貸付可能な財産を有償貸付ができるように
努めた。
・一般競争入札を３回実施（津山町柳津地内１件、津山町横山地内５件、東和町錦織地内２件）し、東和町錦織地内１
件が落札となった。（契約は令和元年度）
・先着順売払を実施（上記一般競争入札不落物件、石越町遠沢地内）したが、応募は無かった。

遊休財産の調査・洗出

遊休財産の条件整備と利活用

遊休財産の貸付・売却

ごみ指定袋への広告掲載の推進
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○公募抽選制の実施
　・24台
〇競争入札の実施
　・４台
※Ｈ26増減額
　・803千円

○公募抽選制の実施
　・24台
〇競争入札の実施
　・４台
※Ｈ26増減額
　・773千円

○公募抽選制の実施
　・21台
〇競争入札の実施
　・４台
※Ｈ26増減額
　・679千円

○公募抽選制の実施
　・21台
〇競争入札の実施
　・４台
※Ｈ26増減額
　・655千円

○公募抽選制の実施
　・20台
〇競争入札の実施
　・４台
※Ｈ26増減額
　・655千円

■平成30年度達成内容

○公募抽選の実施・
・12施設13台：△126千円
○一般競争入札実施
・３施設４台：1,536千円
※すべて契約期間満了に
よる継続分

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

○導入目標：：７台
○Ｈ26増減額：240千
円

○導入目標：７台
○Ｈ26増減額：240千
円

○導入目標：７台
○Ｈ26増減額：240千
円

○導入目標：７台
○Ｈ26増減額：240千
円

○導入目標：７台
○Ｈ26増減額：240千
円

■平成30年度達成内容

○432千円－96千円＝336
千円
※計画台数より２台多い
９台に広告を掲載し、実
績・効果額ともに増と
なった。

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

公募による自動販売
機設置の推進

総務部
総務課

○自動販売機の設置に係る基本方
針の推進
・新規・更新にかかわらず基本指
針どおり公募・入札による導入を
推進する。また、募金機能付き自
動販売機や災害対応型自動販売機
の導入についても検討する。
【参考】
平成26年度
公募：21台・ 502,578円
入札：３台・1,512,929円
 計 ：24台・2,015,507円

○自動販売機設置料の増
収
・公募・競争入札による
増収
　累計　3,565千円

■平成30年度取組内容

〇公募については、12施設13台の公募抽選を実施したが、６施設６台は応募が無く、６施設７台の設置となり、既存分
と合わせた設置台数は13施設15台となった。そのため、貸付料は平成26年度の実績と比べ126千円の減となった。
・15台（登米総合支所他13施設15台）
・377,027円－502,578円＝-125,551円：導入効果△126千円
○競争入札については、３施設４台設置し、平成26年の実績と比べ、1,536千円の増収効果があった。
・４台（迫庁舎２台、クリーンセンター１台、消防防災センター１台）
・3,048,732円－1,512,929円＝1,535,803円：導入効果1,536千円
○実績：19台・1,410千円（△126千円＋1,536千円）

公用車への広告掲載
の推進

総務部
総務課

○民間企業等への広告掲載機会の
提供による地域の活性化ととも
に、新たな財源確保を図るため、
市有財産である公用車７台を広告
媒体とした有料広告事業を実施す
る。
【参考】
平成26年度
２台導入：96千円

○公告収入の確保
・公募による広告料の増
収　　累計1,200千円
・１台当たり月額４千円
×12か月＝ 48千円

■平成30年度取組内容

〇市内の事業者や事務所、店舗等を持つ個人、法人を対象とし、広告掲載機会の提供による地域経済の活性化ととも
に、新たな財源確保を図るため、市有財産である公用車を広告媒体とした有料広告事業を実施した。
・対象車両　　　　軽ワゴンタイプで年間走行距離が１万㎞以上、年間稼働日数が200日以上の車両
・広告掲載期間　　平成30年４月１日～平成31年３月31日（12か月）
・広告料（年額）　１台48,000円×９台＝432千円　・432千円(H30)－96千円(H26)＝336千円(効果額)

取組概要 達成指標

高収益自販機の競争入札の実施

公募抽選制の実施

公用車への広告掲載の実施

応募状況による広告掲載車両の台数の見直し
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○積極的なふるさと応
援寄附金の制度の周
知・ＰＲ・謝礼品の拡
充
・Ｈ26増減額：
112,433千円
（寄附目標額：
120,000千円）

○積極的なふるさと応
援寄附金の制度の周
知・ＰＲ・謝礼品の拡
充
・Ｈ26増減額：
152,433千円
（寄附目標額：
160,000千円）

○積極的なふるさと応
援寄附金の制度の周
知・ＰＲ・謝礼品の拡
充
・Ｈ26増減額：
172,433千円
（寄附目標額：
180,000千円）

○積極的なふるさと応
援寄附金の制度の周
知・ＰＲ・謝礼品の拡
充
・Ｈ26増減額：
192,433千円
（寄附目標額：
200,000千円）

○積極的なふるさと応
援寄附金の制度の周
知・ＰＲ・謝礼品の拡
充
・Ｈ26増減額：
192,433千円
（寄附目標額：
200,000千円）

■平成30年度達成内容

○Ｈ26増減額：114,815千
円
・寄附金額：122,382千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

ふるさと応援寄附の
促進

総務部
総務課

取組概要 達成指標

〇寄附者の利便性の向上
・インターネットによる寄附申込
を導入（「ふるさとチョイス」
「楽天ふるさと納税」「さとふ
る」利用）
・クレジットカード決済、マルチ
ペイメント決済を導入
〇登米市及び市産品のＰＲ
・ポイント型謝礼品カタログの作
成
〇各種ふるさと応援寄附金ポータ
ルサイトに寄附金の使途について
掲載
〇ふるさと応援寄附金のチラシ配
布
〇ホームページにふるさと応援寄
附金の申込方法や寄附金の使途な
どを掲載
〇ホームページで寄附者を紹介
〇新たなＰＲ方法としてバナー広
告（有料）の利用を検討する
〇平成31年度からの取組
　・ふるさと応援寄附金プロジェ
クトチームの設置
　・（仮称）登米市ふるさと応援
寄附金の活用事例集の作成
　・寄附者の共感を得る寄附金の
使い道の検討
【参考】
平成26年度
寄附額：7,567千円

○寄附額の増収：822,165
千円
・Ｈ28：112,433千円
・Ｈ29：152,433千円
・Ｈ30：172,433千円
・Ｒ１：192,433千円
・Ｒ２：192,433千円

■平成30年度取組内容

○寄附者の利便性の向上を図るため、新たな決済方法として「softbankまとめて支払い」及び「AmazonPay」を導入す
るとともに、 新たな寄附者の獲得及び登米市産品の販路拡大に向けて、平成30年８月１日からインターネットサイト
である「楽天ふるさと納税」及び「さとふる」に参入した。
〇新規謝礼品の開拓に向けて、事業者説明会を開催した。

ふるさと応援寄附の促進
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　　・経費の節減・合理化

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○一般行政経費に要求
枠を設定し、20,000千
円の削減を図る。

○一般行政経費に要求
枠を設定し、20,000千
円の削減を図る。

○一般行政経費に要求
枠を設定し、20,000千
円の削減を図る。
○新たな予算編成手法
の検討
○政策的経費の予算要
求にかかる一般財源限
度額の提示

○一般行政経費に要求
枠を設定し、20,000千
円の削減を図る。
○新たな予算編成手法
の検討
○政策的経費の予算要
求にかかる一般財源限
度額の提示

○一般行政経費に要求
枠を設定し、20,000千
円の削減を図る。
○新たな予算編成手法
の検討
○政策的経費の予算要
求にかかる一般財源限
度額の提示

■平成30年度達成内容

○予算要求枠による一般
行政経費の削減
・17,622千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○人件費見込:
　6,080,000千円
○Ｈ26増減額：
　△240,000千円

○人件費見込：
　5,990,000千円
○Ｈ26増減額：
　△330,000千円

○人件費見込：
　5,910,000千円
○Ｈ26増減額：
　△410,000千円

○人件費見込：
　5,820,000千円
○Ｈ26増減額：
　△500,000千円

○人件費見込：
　5,710,000千円
○Ｈ26増減額：
　△610,000千円

■平成30年度達成内容

○消防費を除く一般会計
及び特別会計の総額
・5,930,000千円
　－6,320,000千円
　＝△390,000千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

予算編成における経
費削減の推進

企画部
財政課

職員人件費の削減
総務部
人事課

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

○当初予算編成においては、政策
的経費を含め積算方法を精査する
ことで、事業費の抑制と経費削減
を図る。
○真に必要な経費のみを予算計上
するため、より効果的な予算編成
手法の導入に向けた検討を行い一
層の経費削減を図る。

○一般行政経費に要求枠
を設定
・当初予算編成で一般行
政経費に予算要求枠を設
定し、５年間で100,000千
円の削減を図る。
○新たな予算編成手法の
検討と導入

■平成30年度取組内容

○平成31年度当初予算編成において、一般行政費経費(一次入力経費)に予算要求枠(前年度比マイナス３％シーリング)
を設定し編成を行った。
〇平成31年度における予算要求枠設定による一般行政経費の削減額（効果額）は17,622千円となり、年度目標に対し、
88.11％の達成率であった。

取組概要 達成指標

○指定管理者制度の活用、民間事
業者への委託、ＮＰＯの活用、民
営化への移行など業務の在り方を
精査しながら部局ごとの分野別削
減目標を掲げるなど、より実効性
の高い取組に繋げる。
○業務量の精査に基づく適正な職
員配置及び臨時・非常勤・再任用
職員の活用等により、業務の効率
化を図り、時間外の抑制等を含め
職員人件費の削減を図る。
【参考】
平成26年度
人件費：6,320,000千円
（市長部局等）

○実施計画期間内におけ
る削減目標額の達成
・定員適正化計画に基づ
く計画的な人件費の削減
・平成28年度から令和２
年度までの削減額
　2,090,000千円

■平成30年度取組内容

○「第二次登米市総合計画」の重点戦略等を円滑に推進するよう適正な職員配置に努めながら、交付税合併特例措置の
段階的な縮小や生産年齢人口の減少による税収減など将来の財政規模を見据え、「第３次定員適正化計画」に基づく定
員管理に努め人件費の抑制を図った。

予算編成における徹底した経費の削減

計画的な人件費の削減
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○公益性、社会的ニー
ズ、有効性、妥当性、
団体における既得権化
などの補助事業評価の
実施

○公益性、社会的ニー
ズ、有効性、妥当性、
団体における既得権化
などの補助事業評価の
実施

○公益性、社会的ニー
ズ、有効性、妥当性、
団体における既得権化
などの補助事業評価の
実施

○公益性、社会的ニー
ズ、有効性、妥当性、
団体における既得権化
などの補助事業評価の
実施

○公益性、社会的ニー
ズ、有効性、妥当性、
団体における既得権化
などの補助事業評価の
実施

■平成30年度達成内容

○補助金等に係る審査を
実施したことにより補助
金等の適正化を推進し
た。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○公共工事コスト１％
縮減
・50,000千円

○公共工事コスト１％
縮減
・50,000千円

○公共工事コスト１％
縮減
・50,000千円

○公共工事コスト１％
縮減
・50,000千円

○公共工事コスト１％
縮減
・50,000千円

■平成30年度達成内容

○平成30年度縮減割合
・0.31％
○平成30年度縮減額
・15,545千円

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○公共工事のコスト縮減の推進
・平成30年度の公共工事コスト縮減目標　1.0%以上　50,000千円以上
〇取組効果額
・平成30年度の公共工事コスト縮減　　　0.31%　15,545千円
【内訳】
　工事におけるリサイクルの推進 … △3,779千円
　工事の計画・設計等の見直し　 … 19,324千円

○平成25年３月に登米市公共工事
コスト縮減行動計画を改訂し、コ
スト縮減と品質の両面を重視した
取組を行っている。
○計画期間は、平成25～27年度を
第１期としてコスト縮減を実施し
てきたが、平成28～30年度の第２
期についても、公共工事コスト縮
減目標数値を各年度１％（50,000
千円）以上とし縮減を推進する。
（第２期の目標値については、平
成27年度時点での社会情勢やコス
ト縮減の成果を検証した上で、必
要に応じた見直しを行う。）

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

補助金等の適正化
企画部

企画政策課

公共工事のコスト縮
減

建設部
土木管理課

■平成30年度取組内容

○公共工事のコスト縮減
の推進
・平成28～令和２年度に
おける公共工事コストの
縮減目標数値を各年度
１％（50,000千円）以上
の縮減とする。

■平成30年度取組内容

○補助金等交付適正化審査会において58件の補助金等について審査を実施し、補助金等の適正化を図った。

取組概要 達成指標

○各部局が実施する補助事業につ
いては、行政評価の手法を用い、
特に公益性、社会的ニーズ、有効
性、妥当性、団体における既得権
化などを振り返り、ＰＤＣＡサイ
クルにのっとった不断の見直しの
徹底を行う。

○補助金の適正化
・ＰＤＣＡサイクルによ
る不断の見直しを図り、
順次、整理、合理化を実
施する。

補助金等の整理、合理化

ＰＤＣＡサイクルにのっとった不断の見直し

公共工事のコスト縮減の推進

成果の検証、検討
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○公用車更新：７台
・810千円（小型自動
車から軽自動車への切
換え１台）
○公用車廃車：11台
 ・2,750千円

○公用車更新：10台
・1,620千円(小型自動
車から軽自動車への切
換え２台 ）

○公用車更新：６台
・810千円（小型自動
車から軽自動車への切
換え１台）
○公用車廃車：５台
・1,250千円

○公用車更新：８台
○公用車廃車：１台
・ 250千円

○公用車更新：５台
○公用車廃車：３台
・ 750千円

■平成30年度達成内容

○公用車更新：６台
　（うち小型自動車から
軽
　自動車への切換え１
台）
○公用車廃車：４台

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

■平成30年度達成内容

○ごみ排出量：
　837ｇ／人・日
○リサイクル率：24.2％

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○登米市環境基本計画における目標値「ごみ排出量」及び「リサイクル率」の達成

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

○４Ｒの推進により市民や事業者
のごみ減量・資源分別意識の向上
を図るとともに、資源として拠点
回収が可能な分別品目を追加して
いく。
○生ごみの自家処理を推進するた
めに生ごみ処理機購入者への補助
の継続、ごみ減量・資源分別意識
の高揚のため、集団資源回収団体
への報奨金制度の継続、廃食油回
収とＢＤＦ（バイオディーゼル燃
料）製造・販売事業者の支援を継
続し、ごみの排出量削減を図って
いく。

○登米市環境基本計画に
おける「ごみ排出量」及
び「リサイクル率」の達
成
・令和２年度目標値
　ごみ排出量：
　１人１日700ｇ以下
　リサイクル率：28％

■平成30年度取組内容

○「ごみ・リサイクル等収集カレンダー」の毎戸配布と小学４年生用社会科副読本「ごみの出し方・分け方」の配布、
市広報誌並びにホームページ等により、市民の皆様の４Ｒの取り組みなど、ごみ減量意識の向上に努めた。
〇ごみの排出量削減及び資源化率向上のため、マイバッグ持参運動、食品ロス削減運動、生ごみ処理機購入補助、資源
ごみ集団回収、廃食油及び使用済み小型家電の拠点回収、粗大ごみ処理施設での資源ピックアップ回収の継続した取組
により、ごみ排出の利便性及び資源化率向上に努めた。

ごみ排出量の削減
市民生活部

環境課

公用車の適正配置と
低燃費化の推進

総務部
総務課

○公用車更新計画に基づき、公用
車の適正配置、台数削減を図ると
ともに、軽自動車やハイブリッド
車の導入による低燃費化と維持管
理経費の削減を図っていく。

○公用車の適正配置、台
数削減
・公用車更新：36台
　（うち小型自動車から
軽
　自動車への切換え４
台）
　更新に伴う効果額：
　3,240千円（１台当たり
　約810千円）
・公用車廃車：20台
　台数削減に伴う維持管
理
　経費の削減額：
　5,000千円（１台当たり
　約250千円）

■平成30年度取組内容

○６台の公用車を更新し、そのうち１台は小型自動車から軽自動車へ切換えた。⇒　切替による効果額：810千円
〇４台の公用車を廃車した。⇒廃車による効果額：1,000千円

取組概要 達成指標

公用車の適正配置と低燃費化の推進（新）公用車更新

計画策定

公用車の適正配置

と低燃費化の推進

４ Ｒ の 推 進

資 源 分 別 品 目 の 追 加

生ごみ処理機購入補助・集団資源回収報奨金事業の推進

廃食油回収・ＢＤＦ製造、販売事業者の支援
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○70施設の電気料金の
削減
・削減効果額：
　6,563千円
○低圧施設の順次切り
換えの検討
○高圧施設の導入の見
直し

○70施設の電気料金の
削減
・削減効果額：
　24,867千円
○低圧施設の順次切り
換えの検討
○高圧施設の導入の見
直し

○71施設の電気料金の
削減
・削減効果額：
　32,939千円
○低圧施設の順次切り
換えの検討
○高圧施設の導入の見
直し

○89施設の電気料金の
削減
・削減効果額：
　40,022千円
○低圧施設の順次切り
換えの検討
○高圧施設の導入の見
直し

○89施設の電気料金の
削減
・削減効果額：
　40,022千円
○低圧施設の順次切り
換えの検討
○高圧施設の導入の見
直し

■平成30年度達成内容

○71施設の電気料金の削
減
・33,174千円

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

○削減額 3,522千円 ○削減額 3,522千円 ○削減額 3,522千円 ○削減額 3,522千円 ○削減額 3,522千円

■平成30年度達成内容

○電話料金の削減
・6,347千円

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

通信料の削減
総務部
総務課

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

電気料金の削減
総務部
総務課

取組概要 達成指標

○市内公共施設における継続的
（安定的）な電気料金の削減、環
境に配慮した電力調達及び災害時
における電力調達の複層化を図る
ため、地域経済への影響等を考慮
した上で、電力調達先を東北電力
から他の小売電気事業者（新電力
業者）に切り替えるもの。
○電力の調達方法が平成28年４月
から低圧部門も含め全面自由化に
移行するため、低圧施設について
も順次切り替えの検討を行う。

○電気料金の削減
・導入（切り替え）施設
数及び電気料金削減
　施設数：89件
　効果額：144,413千円

■平成30年度取組内容

〇平成26年度より、市公共施設33施設で使用する電力の供給先を東北電力㈱から新電力業者である㈱エネットへ切替え
を行い、電気料金の削減を図っている。
〇平成27年度は、26施設について切替えを行い、平成28年度は更に11施設について切替えを行った。（計70施設）
〇平成29年度からは70施設のうち33施設の電力供給先を㈱登米電力に切替えた。
〇平成30年度からは、クリーンセンターを東北電力㈱からテプコカスタマーサービスに切替えた。
〇平成30年４月１日より㈱エネットの電気料金が値下がりした。（36施設で85円/kw、１施設で53円/kw）

○通信回線統合管理サービス（テ
レコムメイト）とは(株)日立シス
テムズで事業展開しているサービ
スであり、本市で契約している電
話回線の請求書を各通信会社から
(株)日立システムズが取りまと
め、本市に対して一括請求するシ
ステムである。
○(株)日立システムズと契約する
ことにより、大口割引の適用、通
信料金プランの分析などの診断や
鑑定が受けられることで、通信コ
ストの削減が図られる。

○電話料金の削減
・年額　 3,522千円
・累計　17,610千円

■平成30年度取組内容

○㈱日立システムズが契約している大口割引の適用が受けられ、電話料金の削減が図られるとともに、各通信会社の請
求書を一元化することで、業務の改善や環境配慮にもつながった。
〇市庁舎のひかり電話化（NTT）により基本料金が低減されたとともに、小規模拠点（学校、公民館等）のおとくライ
ン（日立システムズ）、マイライン割引（日立システムズ）適用により通話料金の低減が図られた。

低圧施設の切り換え

新電力業者からの電力調達

高圧施設の導入見直し

通信料金の分析、診断、鑑定
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　②地方公営企業等の経営健全化

　　・公営企業の経営健全化

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○病床利用率の向上
○経常収支の黒字化
○不良債務の解消

○病床利用率の向上
○経常収支の黒字化
○不良債務の解消

○病床利用率の向上
○経常収支の黒字化
○不良債務の解消

○病床利用率の向上
○経常収支の黒字化
○不良債務の解消

○病床利用率の向上
○経常収支の黒字化
○不良債務の解消

■平成30年度達成内容

○病床利用率　68.4％
・Ｈ29との比較  △0.4％
　（Ｈ29実績：68.8％）
○経常収支比率　91.0％
・Ｈ29との比較　2.9％
　（H29実績：88.1％）
○不良債務額　1,085,889
千円
・Ｈ29との比較
　333,103千円
　（Ｈ29実績：
　752,786千円）

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○常勤医師数
○医学奨学生等勤務実
績

○常勤医師数
○医学奨学生等勤務実
績

○常勤医師数
○医学奨学生等勤務実
績

○常勤医師数
○医学奨学生等勤務実
績
〇基幹型臨床研修病院
指定要件の確認・準備

○常勤医師数
○医学奨学生等勤務実
績
〇基幹型臨床研修病院
指定要件の確認・準備

■平成30年度達成内容

○看護師奨学金利用者７
人が勤務開始

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○登米市立病院改革プラ
ンの達成
・常勤医師数
・医学奨学生等勤務実績
・基幹型臨床研修病院の
指定

■平成30年度取組内容

○常勤医師は、東北大学や東北医科薬科大学並びに宮城県への働きかけを行なったものの、増員を図ることは困難で
あった。
○医学生奨学金利用医師の勤務は、他医療機関での後期研修に入ったため、市立病院への勤務には結びつかなかった。
○看護師奨学金の利用者のうち７名が新たに市立病院へ勤務することとなった。

取組概要実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

病院事業の経営健全
化

医療局
経営管理部
経営企画課

医療従事者の確保策
の強化

医療局
経営管理部
経営管理課

達成指標

○国が策定した新公立病院改革ガ
イドラインと県が策定する地域医
療構想との整合性を図りながら、
平成27年度末までに「第３次登米
市立病院改革プラン」を策定し、
地域の医療提供体制と将来の病床
機能の在り方などの具体的な将来
像を示す。
○改革プラン及び地域医療構想を
踏まえた各病院、診療所等の役割
を明確化し、収入確保と経費削減
への取組を強化し、基準外繰入金
の削減に最大限に取り組み経営の
健全化を図る。

○登米市立病院改革プラ
ンの達成
・病床利用率の向上
・経常収支の黒字化
・不良債務の解消

■平成30年度取組内容

〇登米市民病院
　・30年度診療報酬改定後の新算定要件を満たし、入院基本料のランクダウンとならないよう取り組みながら、地域包
括ケア病棟及び回復リハビリテ－ション病棟の機能を活かした病床管理を行い、入院患者数の確保に努めた。
　・救急外来からの積極的な入院の受入れを図り、患者数の確保に努めた。
〇米谷病院
　・新病院の開院により、２月から一般病床32床、療養病床48床の稼働を開始した。
　・重度心身障害児者医療型短期入所事業の継続に努めた。
〇豊里病院
　・石巻市の主要な病院と近隣の診療所に訪問し、連携協力のお願いを兼ねて、地域医療の現状について情報交換を
行った。
　・バックベッドとして入院患者の受入れを増やすために、新たに、石巻市の特別養護老人ホームと嘱託医の契約を結
んだ。

○医師が働きやすい魅力ある病院
づくりを進めるとともに、現在勤
務している医師の人的ネットワー
クを活用するなど、あらゆる手段
を講じて常勤医師の招へいに努め
るとともに、医学生奨学金等貸付
事業による医師・看護師の確保を
図る。
〇これまで大学や県への派遣要請
などを行ってきたが、医師確保の
抜本的な解決が難しいことから、
今後においては、病院自らが継続
して常勤医師を確保できる仕組み
づくりを行うため、登米市民病院
において基幹型臨床研修病院の指
定を目指す。

第３次登米市立病院改革プランの実施

病床利用率の向上、経常収支の黒字化、不良債務の解消

第３次登米市立病院改革プランの実施

医師招へい及び医療従事者の採用、医学生奨学金等貸付事業

基幹型臨床研修病院指定要件の確認・準備・申請
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○医療出前講座の開催
○登録医制度の導入
○開放型病床の協議

○医療出前講座の開催
○登録医制度の導入
○開放型病床の協議

○医療出前講座の開催
○登録医制度の導入
○開放型病床の協議

○医療出前講座の開催
○在宅療養後方支援病
院の運営
〇地域診療所からの在
宅患者受入

○医療出前講座の開催
○在宅療養後方支援病
院の運営
〇地域診療所からの在
宅患者受入

■平成30年度達成内容

○医療出前講座を７回開
催し、282人の出席者が
あった。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○毎年のローリング
（更新・見直し）

○毎年のローリング
（更新・見直し）

○毎年のローリング
（更新・見直し）

○毎年のローリング
（更新・見直し）

○毎年のローリング
（更新・見直し）
○水道ビジョンの計画
目標の令和５年度に向
けて、令和２・３年度
で見直しを行う。

■平成30年度達成内容

○登米市上水道事業運営
審議会において、更新・
見直しについて説明を行
い審議いただいた。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

所管部局実行プログラム
年度別スケジュール

病院と地域の連携強
化

医療局
経営管理部
経営企画課

水道事業の経営健全
化

水道事業所
水道管理課

○医療環境の現状や、病院事業の
取組等に関する市民への情報発信
と情報共有を図るため、地域や団
体を対象とした「医療出前講座」
を開催するとともに、接遇研修な
どを強化し、患者サービスの向上
に努める。
　また、前方連携の取組として、
在宅患者急変時の入院体制の充実
を図るため、在宅療養後方支援病
院の運営を行いながら、在宅診療
を行っている地域の診療所と密に
連携し、医療連携の充実を推進す
る。

○医療出前講座を、ホームページや広報誌等で市民に広く周知し、各種団体からの要請や医療局からの呼びかけによ
り、平成30年度は７回開催した。講座は、「高齢者が簡単、気軽に出来るリハビリ」や「口腔ケアに関する研修」等に
ついての内容で行い、市民に対し、医療や健康に対する意識向上等の啓発をすることができた。

■平成30年度取組内容

○登米市立病院改革プラ
ンの達成
・医療出前講座の開催
・地域診療所からの在宅
患者受入

○経営基盤の強化
・アセットマネジメント（資産管理業務）を活用した施設更新計画並びに経営戦略に基づき保呂羽浄水場の更新（基本
設計等）に着手した。
〇災害に強い水道
・取水方式変更のための下り松ポンプ場が完成し、平成30年４月より運用を開始した。
〇公民連携の推進
・包括委託（料金徴収・給水装置管理等業務、浄水施設等管理運転業務、配水施設等維持管理業務）を行なっている業
務に対し、第三者による外部評価を実施した。

取組概要 達成指標

○登米市地域水道ビジョンに掲げ
る「市民が安心して暮らせる市の
責任による水道事業の確立」を基
本理念とし、「安定経営の水道を
目指します－次世代に向けた水道
事業の確立－」を施策目標とし
て、安全、安心で安定した水道事
業を構築し、効率的な経営の確立
に努める。

○登米市地域水道ビジョ
ン実施計画管理指標

■平成30年度取組内容

医療出前講座の開催

地域水道ビジョン

の見直し

地域水道ビジョンの評価

登録医制度の導入

開放型病床の協議

在宅療養後方支援病院の運営

地域診療所からの在宅患者受入
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○公共下水道事業
（15％）
○農集排事業（5％）
○浄化槽事業（5％）

○公共下水道事業
（48％）
○農集排事業（54％）
○浄化槽事業（47％）

○公共下水道事業
（32％）
○農集排事業（36％）
○浄化槽事業（43％）

○公共下水道事業
（5％）
○農集排事業（5％）
○浄化槽事業（5％）

■平成30年度達成内容

○公共下水道事業：100％
○農集排事業：100％
○浄化槽事業：100％

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

下水道事業の地方公
営企業法適用

建設部
下水道課

○固定資産評価業務に係る資産調査を実施した。
・平成30年度実施予定分の固定資産調査実施（管路等資産・浄化槽データ作成）

○排水管並びに処理施設の全ての
固定資産の取得価格、財源内訳の
調査・評価を実施し、法適化に向
けた条例改正等の移行事務手続き
を行う。
○財務処理の企業会計システムへ
の移行を実施する。

○地方公営企業法適用に
向けた固定資産評価

■平成30年度取組内容

取組概要 達成指標

固定資産評価業務

条例改正等移行事務手続き

財務会計移行準備・職員研修

地方公営企業法適用
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　　・第三セクター等の見直し

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○登米市土地開発公社
の解散
○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

■平成30年度達成内容

―

■平成30年度達成状況

―

○登米市土地開発公社
の解散
○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

■平成30年度達成内容

―

■平成30年度達成状況

―

第三セクターの経営
健全化と自立の促進

■(公財)登米市文化
　振興財団

○各法人の運営状況と公的関与の
在り方等について点検評価すると
ともに、経営の抜本的改善や民営
化、整理解散等の見直しを実施す
る。

○各第三セクターの方向
性の決定

企画部
市民協働課

■平成30年度取組内容

○(公財)登米市文化振興財団は、平成23年11月１日に公益認定申請を行い、平成24年３月23日付宮城県（教）指令第
294号で、宮城県知事から公益財団法人への移行が認定され、平成24年４月１日に公益財団法人登米文化振興財団の設
立登記を行っている。
○公益財団法人移行により、登米市の経営関与はなくなり、登米市文化振興財団は自立した経営を行っている。

実行プログラム 取組概要
年度別スケジュール

達成指標 所管部局

第三セクターの経営
健全化と自立の促進

■登米市土地開発公
　社

○各法人の運営状況と公的関与の
在り方等について点検評価すると
ともに、経営の抜本的改善や民営
化、整理解散等の見直しを実施す
る。

○各第三セクターの方向
性の決定

企画部
企画政策課

■平成30年度取組内容

○登米市土地開発公社は、公有地の拡大の推進に関する法律に基づき、登米圏域内の公有地の計画的な拡大を目指して
昭和48年に設立されたものであるが、近年の社会情勢から土地の先行取得の意義が薄れたことや、市が造成している土
地開発基金の活用によって先行取得が可能となっていることなどから、平成28年度は解散に係る手続きを実施し、公有
地の拡大の推進に関する法律第22条第1項の規定により、宮城県知事に解散許可を申請し、平成28年7月29日付けの宮城
県知事の認可により当公社を解散している。

登米市土地開発

公社の解散

継続した調査の実施と自立の促進

登米市土地開発

公社の解散

継続した調査の実施と自立の促進
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○登米市土地開発公社
の解散
○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

■平成30年度達成内容

○市が保有する145株につ
いて、公社への売却が完
了した。

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

○登米市土地開発公社
の解散
○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

○運営状況の点検評価
○公的関与の在り方と
自立に向けた取組状況
の点検

■平成30年度達成内容

○経営改善に努めたが、
市保有株式の民間譲渡は
進んでいない。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

実行プログラム 取組概要
年度別スケジュール

達成指標 所管部局

第三セクターの経営
健全化と自立の促進

■㈱なかだ農業開発
　公社

○各法人の運営状況と公的関与の
在り方等について点検評価すると
ともに、経営の抜本的改善や民営
化、整理解散等の見直しを実施す
る。

○各第三セクターの方向
性の決定

産業経済部
農産園芸畜産

課■平成30年度取組内容

○市が保有する300株のうち145株について、経営状況を踏まえながら平成29年度から平成33年度までの５年間で公社が
取得することととしていたが、平成29年度の公社株主総会で平成29年度及び30年度の２年間で取得することを決定し
た。
○平成30年度は、73株・3,650千円を公社に売却した。平成29年度の売却分72株・3,600千円と合わせて145株の売却が
完了した。

第三セクターの経営
健全化と自立の促進

■㈱いしこし
■㈱とよま振興公社
■㈱みやぎ東和開発
　公社

産業経済部
商業観光課

○各第三セクターの方向
性の決定

■平成30年度取組内容

○㈱みやぎ東和開発公社
・道の駅林林館及び道の駅三滝堂の指定管理者として経営改善に努めた。平成24年度の一部市保有株式の民間譲渡以降
は、譲渡に変動無し。
・純利益：Ｈ26：834千円、Ｈ27：1,812千円、Ｈ28：△7,024千円、Ｈ29：7,207千円、Ｈ30：10,830千円
〇㈱いしこし
・累積損失の解消に向けて経営改善に努めたものの、市保有株式の民間譲渡に変動無し。
・純利益：Ｈ26：2,178千円、Ｈ27：2,523千円、Ｈ28：79千円、Ｈ29：535千円、Ｈ30：125千円
〇㈱とよま振興公社
・震災前の観光客数の回復と商品販売の拡大に取り組んだものの、市保有株式の民間譲渡に変動無し。
・純利益：Ｈ26：959千円、Ｈ27：△3,369千円、Ｈ28：△4,393千円、Ｈ29：988千円、Ｈ30：77千円

○各法人の運営状況と公的関与の
在り方等について点検評価すると
ともに、経営の抜本的改善や民営
化、整理解散等の見直しを実施す
る。

登米市土地開発

公社の解散

継続した調査の実施と自立の促進

登米市土地開発

公社の解散

継続した調査の実施と自立の促進

-29-



（３）効率的な行政運営の推進

　①効率的な組織機構の構築

　　・効率性・機能性を重視した組織の見直し

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○本庁組織及び総合支
所の業務について順次
改善する。
○市民や地域との協働
によるまちづくりや民
間活力を活用した公共
サービスの構築を進め
る。

○本庁組織及び総合支
所の業務について順次
改善する。
○市民や地域との協働
によるまちづくりや民
間活力を活用した公共
サービスの構築を進め
る。

○本庁組織及び総合支
所の業務について順次
改善する。
○市民や地域との協働
によるまちづくりや民
間活力を活用した公共
サービスの構築を進め
る。

○本庁組織及び総合支
所の業務について順次
改善する。
○市民や地域との協働
によるまちづくりや民
間活力を活用した公共
サービスの構築を進め
る。

○本庁組織及び総合支
所の業務について順次
改善する。
○市民や地域との協働
によるまちづくりや民
間活力を活用した公共
サービスの構築を進め
る。

■平成30年度達成内容

○行政組織の改編検討
○地区地域づくり検討会
議

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

時代に相応しい行政
組織への見直し

総務部
人事課

○総合支所については、市民が求
める役割について意見を徴し、総
合支所の在り方について見直しを
図り、市民に身近な行政窓口であ
る総合支所の利便性を高め、行政
サービスの向上に努める。
○本庁組織については、変化する
行政課題に迅速かつ的確に対応で
きる組織及び市民協働による地域
づくりを推進する組織体制の構築
を進める。
○行政サービスの向上と組織体制
の簡素化・効率化との両立を図る
ため、従来の事務事業の在り方に
捉われることなく、指定管理者制
度の活用や民間事業者への委託、
民営化への転換など民間活力を活
用し、組織の再編を進める。

○本庁組織の見直し、総
合支所の体制及び業務内
容の見直しによる組織の
効率化

■平成30年度取組内容

○「第二次登米市総合計画」の重点戦略及び「登米市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の基本目標を目指す組織体制
とするため、健康推進課に１係を新設し、さらには教育総務課に１室を設置し体制強化を図ったほか、平成31年度に向
けて教育環境づくりや医療提供体制の見直しなどについて検討を行った。
〇総合支所の在り方検討委員会からの検討結果を受け、平成30年度には各地区に地域づくり検討会議を設置し、１地区
あたり３回程度会議を開催し、地域の情報共有と地域課題について検討を行った。

取組概要 達成指標

市民ニーズに則したスリムで効率的な行政組織への見直し
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　　・事務事業の適正化

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○政策的事務事業(ソ
フト事業)を対象にし
た内部評価の実施
○外部評価の実施
○行政評価の成果の検
証（統廃合や改善を
行った事務事業数の調
査）
○評価結果の予算反映

○政策的事務事業(ソ
フト事業)を対象にし
た内部評価の実施
○外部評価の実施
○行政評価の成果の検
証（統廃合や改善を
行った事務事業数の調
査）
○評価結果の予算反映

○政策的事務事業(ソ
フト事業)を対象にし
た内部評価の実施
○外部評価の実施
○行政評価の成果の検
証（統廃合や改善を
行った事務事業数の調
査）
○行政評価の見直し
（行政評価の実施方法
等の見直し）
○評価結果の予算反映

○政策的事務事業(ソ
フト事業)を対象にし
た内部評価の実施
〇施策シートによる内
部評価結果等の公開
〇行政評価の成果の検
証（統廃合や改善を
行った事務事業数の調
査）
〇評価結果の予算反映

○政策的事務事業(ソ
フト事業)を対象にし
た内部評価の実施
〇施策シートによる内
部評価結果等の公開
〇行政評価の成果の検
証（統廃合や改善を
行った事務事業数の調
査）
〇評価結果の予算反映
〇第４次行革大綱に対
応した実施内容の検証

■平成30年度達成内容

○施策に対する評価を実
施したことで、上位目的
の実現に向けた施策展開
が行われているか検証す
ることができた。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○第５期実行計画の策
定

■平成30年度達成内容

○基準年度（Ｈ26）
　　 　14,389,262kg-CO2
○平成30年度
　　　 14,383,137㎏-CO2
○削減量  △6,125kg-CO2
〇削減率　　 0.04％削減

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

取組概要 達成指標

○内部評価の精度の向上を図ると
ともに、統廃合や見直しを行った
事業数等の把握を行う。
○平成28年度を起点に、３年ごと
に行政評価の実施方法等の見直し
を行う。

○統廃合や改善を行った
事務事業数

■平成30年度取組内容

○総合計画実施計画に搭載されているソフト事業198事務事業に対して内部評価を実施した。
〇内部評価結果を比較しやすいよう一覧表にまとめ、事務局が気付いた点をコメントとして付し、事業担当課に検討を
促した。
〇内部評価を実施した198事業のうち、登米市行政評価委員会が選出した５施策10事務事業に対し外部評価を実施し
た。その結果、事業成果を向上させるため、１事業２件、計20件の意見が付され、事業所管課は意見に対する対応策を
策定し、総合計画実施計画に反映した。
〇行政評価の結果をわかりやすく市民に公表するため、行政評価の実施方法等の見直しを行った。

○事務事業を行う際の環
境負荷の一層の軽減

○ISO14001に準拠した本市独自の
環境マネジメントシステムの導入
により、環境に配慮した「市役
所」と環境問題解決の手法確立や
職員の意識改革を目指す。

■平成30年度取組内容

○全実行組織共通に係る取り組みとして、基準年度に対してコピー用紙購入量及び施設燃料使用量（重油・灯油・LPガ
ス）の５％削減、公用車の燃料消費率を５％向上する目標を設定した。
〇平成30年度は、コピー用紙購入量、施設燃料（重油）が目標を達成した。しかしながら、電気使用量や灯油、ＬＰガ
スなどその年の気象状況等によって使用量が増減する項目については、基準年度と比較して増加したほか、水の使用量
及び公用車燃費については、基準年度を下回ったものの削減目標には達しなかった。

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

行政評価システムの
推進

企画部
企画政策課

環境マネジメントシ
ステムの推進

市民生活部
環境課

○基準年度：平成26年度
・コピー用紙購入量・施設燃料使用量の５％削減
・公用車の燃料消費効率を５％向上

行政評価システムの推進

行政評価の検証評価の見直し

第５期実行計画

の策定

第４期登米市地球温暖化対策率先実行計画（H28～H32）に定めた温室効果ガスの排出抑制に向けた取組の推進
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　②人材の育成及び確保

　　・職員の能力開発と育成

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○職員研修年度計画の
策定
○派遣研修・市単独研
修の実施

○職員研修年度計画の
策定
○派遣研修・市単独研
修の実施

○職員研修年度計画の
策定
○派遣研修・市単独研
修の実施

○職員研修年度計画の
策定
○派遣研修・市単独研
修の実施

○職員研修年度計画の
策定
○派遣研修・市単独研
修の実施

■平成30年度達成内容

○他機関主催研修及び登
米市主催研修について計
画に基づき実施した。
○ＯＪＴ研修を実施し、
日常業務における能力向
上を図った。

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○人材育成型人事評価
システムの見直し検討

○目標管理型人材育成
人事評価システムの試
行、見直し

○目標管理型人材育成
人事評価システムの試
行、見直し

○目標管理型人材育成
人事評価システムの試
行、見直し

○目標管理型人材育成
人事評価システムの運
用

■平成30年度達成内容

○新たな人事評価システ
ムを構築するため、見直
し期間とし随時検討を進
めた。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

取組概要 達成指標実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

職員研修の充実
総務部
人事課

○職員の目標達成に向けた育成面
談の実施及び職員一人一人の個性
や能力又は補強ポイントに応じた
研修への参加を実施する。
○評価者に対する客観性・公平性
のある評価方法、育成方法等の研
修実施や組織ビジョンの共有を行
う。

○人材育成及び人材活用
による長期的、継続的組
織力の構築

■平成30年度取組内容

○人材育成を基本とした人事評価の構築を図るため、平成20年度から人材育成型人事評価システムの試行を実施してき
たところである。これまでの人事評価システムを検証し、新たな人材育成型人事評価システムを構築するための見直し
期間として、他自治体の導入事例の収集を行い検討を進めた。

人材育成型人事評価
システムの推進

総務部
人事課

○各年度において研修計画を策定
して、職員研修を実施する。
○新規採用職員から管理職に至る
各階層ごと、公務員の倫理基礎、
業務の知識・技術能力、情報化対
応能力、対人能力、課題発見・解
決能力、政策形成能力、法務能
力、管理能力等の研修を行う。特
に、政策形成能力等の習得を図る
ため自治大学校、東北自治研修所
への派遣研修を実施するととも
に、高度で専門的な知識の習得を
図るため、国・県等への派遣研修
を実施するほか、民間企業と連携
した研修の実施に向けた調整を行
う。
○組織のスリム化により限られた
管理職に対して、部下の育成や組
織マネジメントなど管理能力の習
得を図る研修を実施していく。

○計画的な研修実施によ
る人材の育成

■平成30年度取組内容

〇他機関主催研修
・派遣研修(19人)：自治大学校(３人)、市町村アカデミ－(５人)、東北自治研修所(２人)、国土交通大学校（１人）、
早稲田大学マネジメント部会(３人)、国・宮城県へ派遣(４人)、民間団体へ派遣（１人）
・市町村職員研修所（184人）
〇登米市主催研修
・新規採用職員研修（60人）、コーチング研修（36人）、ＯＪＴ研修（48人）

自律行動型職員の育成に向けた研修の充実

人材育成型人事評価システムの推進
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　　・定員管理の適正化

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○業務の民間委託、指
定管理者制度の活用
○退職勧奨制度の積極
的な活用
○計画的な職員採用
○簡素で効率的な組織
機構の見直し
○削減目標：３人

○業務の民間委託、指
定管理者制度の活用
○退職勧奨制度の積極
的な活用
○計画的な職員採用
○簡素で効率的な組織
機構の見直し
○削減目標：25人

○業務の民間委託、指
定管理者制度の活用
○退職勧奨制度の積極
的な活用
○計画的な職員採用
○簡素で効率的な組織
機構の見直し
○削減目標：12人

○業務の民間委託、指
定管理者制度の活用
○退職勧奨制度の積極
的な活用
○計画的な職員採用
○簡素で効率的な組織
機構の見直し
○削減目標：15人

○業務の民間委託、指
定管理者制度の活用
○退職勧奨制度の積極
的な活用
○計画的な職員採用
○簡素で効率的な組織
機構の見直し
○削減目標５人

■平成30年度達成内容

○Ｈ30実績
・15人／計画12人
・達成率125.0％
○Ｈ28～Ｒ２計画
・実績39人／計画60人
・達成率65％

■平成30年度達成状況

Ｓ：年度計画を超えた達
成状況

○市民サービスの向上に配慮しつ
つ、民間事業者への業務委託や指
定管理者制度の活用により、業務
のスリム化・効率化を図ってい
く。
○職員数の削減に伴う年齢の空洞
化に配慮しつつ、退職者数に対す
る必要最低限の補充に努め、退職
勧奨制度を活用していく。
○本庁及び総合支所の業務の見直
しを図るなど、より簡素で効率的
な組織体制の構築を図る。

○定員適正化計画に基づ
く定員管理
・平成28年４月１日の職
員数
　登米市全体：1,404人
　市長部局等：782人
・平成28年度から令和２
年度までの削減数
　登米市全体：23人
　市長部局等：60人

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

定員管理の適正化
（公営企業会計・消
防を除く市長部局
等）

総務部
人事課

■平成30年度取組内容

○第３次登米市定員適正化計画の取り組み３年目であり、計画に基づきながら組織運営の効率化・スリム化を進めると
ともに、職員をより優先度の高い施策の遂行や課題解決のための要員に振り向けるなど、行政需要の変化に対応した任
用・配置を行った。

取組概要 達成指標

定員適正化計画に基づく定員管理
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　②ＩＣＴの積極的な活用

　　・ＩＣＴを活用した新たな行政サービスの拡充

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○申請メニューの拡充
・２項目
○申請件数の拡大
・1,470件
（1,400件の５％増）

○申請メニューの拡充
・２項目
○申請件数の拡大
・1,540件
（1,400件の10％増）

○申請メニューの拡充
・２項目
○申請件数の拡大
・1,610件
（1,400件の15％増）

○申請メニューの拡充
・２項目
○申請件数の拡大
・1,680件
（1,400件の20％増）

○申請メニューの拡充
・２項目
○申請件数の拡大
・1,750件
（1,400件の25％増）

■平成30年度達成内容

○拡充項目
・１件／２件
・50％
○申請件数
・191件／1,610件
・11.9％

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○個人番号カード交付
・月275枚×12ヶ月＝
3,300枚
・累計3,300枚

○個人番号カード交付
・月275枚×12ヶ月＝
3,300枚
・累計6,600枚

○個人番号カード交付
・月275枚×12ヶ月＝
3,300枚
・累計9,900枚

○個人番号カード交付
・月275枚×12ヶ月＝
3,300枚
・累計13,200枚

○個人番号カード交付
・月275枚×12ヶ月＝
3,300枚
・累計16,500枚
・Ｈ27（Ｈ28.1～3月
実績）966枚
・Ｈ27～Ｈ32 総累計
17,466枚

■平成30年度達成内容

○目標3,300件に対し、申
請896件、交付818件と、
申請・交付とも目標には
達しなかった。

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○個人番号カードによる、コンビ
ニエンスストアでの証明書発行
・発行対象証明書:住民票の写し、
印鑑証明書、戸籍謄本・抄本、戸
籍の附票の写し、税証明（課税
（非課税）所得証明書）
・発行可能店舗:セブンイレブン、
ローソン、ファミリーマート,ミニ
ストップ　他（全国約55,000店
舗、登米市内39店舗）
・開始時期:平成28年９月
・利用時間:午前６時30分から午後
11時まで（年末年始12/29～1/3を
除く）

○サービス利用の前提と
なる、個人番号カードの
普及
・個人番号カードを利用
したコンビニエンススト
アでの証明書の交付をＨ
28.9.1から開始した。
・コンビニ交付を推進す
るため、個人番号カード
保持者の増加を図る。
・年間3,300枚の交付を指
標とする。

■平成30年度取組内容

○活き生き健康フェスティバル、大型商業施設での申請受付、開庁時間に個人番号カード受領の出来ない方への休日交
付、登米コミュニティＦＭでの情報発信、総合支所へパンフレット、ポケットティシュを配置し、個人番号カードの普
及の促進を行った。
〇新たに成人式でのパンフレット等配布、フェイスブックへの投稿も行なったた。

実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

電子申請サービスの
推進

企画部
企画政策課

コンビニエンススト
アでの証明書等の交
付サービスの推進

市民生活部
市民生活課

○19の行政手続きに加え、新たに
職員に対する内部アンケート（情
報セキュリティチェック）の手続
を拡充し、20手続での運用を行っ
ているが、携帯電話やスマート
フォンからの申請受付や拡充及び
見直しを行う。
○他自治体の事例などを参照し、
電子申請システムの操作・様式作
成等の研修や情報提供を積極的に
実施して周知を図る。

○電子申請対象手続き数
・申請メニューの拡充
　10項目
・申請件数の拡大
　平成26年実績1,400件の
　毎年度５％増

■平成30年度取組内容

○電子申請39の行政手続きに、１手続きを追加して40の手続きでの運用をおこない、申請項目の拡充に取り組んだ。
○利用件数は、電子申請件数の減少により、平成30年度末で191件の利用となり、目標数には至らなかった。

達成指標取組概要

継続的な安定運用

申請メニューの拡充

申請件数の拡大

個人番号カード交付（H28.1月～）

コンビニ交付実施（H28.9月～）
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Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

○医療防災拠点である
登米市民病院、豊里病
院、米谷病院、よねや
ま診療所、登米診療所
等９施設へ公衆無線Ｌ
ＡＮ設置

○公民館等の地域防災
拠点における公衆無線
ＬＡＮ設置状況調査及
び事業内容見直し

・北方公民館、新田公
民館、登米公民館、米
谷公民館、吉田公民
館、宝江ふれあいセン
ターの６箇所へ民間活
力を活用した公衆無線
ＬＡＮ設置の推進

・迫図書館、登米図書館、
中田生涯学習センターの３
箇所へ公衆無線LAN設置
・新田公民館、登米公民
館、吉田公民館、宝江ふれ
あいセンターの４箇所の施
設管理者による公衆無線
LAN設置について調整

■平成30年度達成内容

○設置予定か所２か所/６
か所
〇設置状況調査
〇事業内容の見直し

■平成30年度達成状況

Ｂ：取り組んだが、年度
計画未達成

○公共施設等の公衆無線
ＬＡＮ設置
・災害発生時に各種の拠
点となる施設数（48か
所）

○公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ-Ｆｉ）の
通信環境を整備することにより、
各携帯電話会社に関係なく利用者
が様々なＷｉ-Ｆｉ端末によりイン
ターネットを利用することで、災
害時等においても、情報通信環境
の確保を図る。
○市民の情報収集の利便性の向上
を図る。
・設置予定箇所：市役所総合支
所、医療防災拠点及び地域防災拠
点等　48箇所（平成25年に市で整
備を行った16箇所、及び民間事業
者等により整備を行った地域防災
拠点（公民館等）14箇所を含む。

■平成30年度取組内容

○公民館等の地域防災拠点における公衆無線ＬＡＮの設置状況調査を行い、指定管理事業者による２施設（北方・米谷
公民館）の設置を確認した。
〇公衆無線ＬＡＮの市民等への認知度向上と利用促進を図るため、設置箇所周辺へのポスター掲示等を行った
〇通信事業者との調整結果に基づき実施計画の見直しを行った。

公共施設のＷｉ-Ｆｉ
化の推進

企画部
企画政策課

取組概要 達成指標実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

調整結果を踏まえ順次設置

施設への設置 事業の再検討 民間活力の活用 施設への設置
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　　・ＩＣＴを活用した業務の簡略化・効率化の推進

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

・院内ネットワーク等
の設計

・病院事業全体での統
一システム導入に向け
た準備

・病院事業全体での統
一システム導入に向け
た準備・設計等
・米谷病院への新規導
入、新病院の開院に併
せた運用開始

・病院事業全体での統
一システムの導入
・登米市民病院のシス
テム更新、新システム
の稼動
・豊里病院、よねやま
診療所への導入検討

・病院事業全体での統
一システムの運用

■平成30度達成内容

○米谷病院、登米市民病
院統一システム導入に係
る契約締結
〇米谷病院への新規導
入、新病院の開院に併せ
た運用開始

■平成30年度達成状況

Ａ：年度計画どおりの達
成状況

○現在の医事システム等の更新時
に合わせて各病院、診療所等に電
子カルテシステム及び各部門シス
テムを導入し、宮城県医療福祉情
報ネットワークと連携しながら、
医療サービス及び医療の質の向上
を図る。

○登米市立病院改革プラ
ンの達成
・院内と施設間ネット
ワークの構築
・電子カルテシステム等
の導入

■平成30年度取組内容

○米谷病院及び登米市民病院への導入にあたり、プロポーザルにより業者を選定し契約を締結した。
〇米谷病院への導入が完了した。

取組概要 達成指標実行プログラム
年度別スケジュール

所管部局

電子カルテシステム
の拡充

医療局
経営管理部
経営管理課

院内ネットワーク

等の設計
電子カルテシステム及びネットワークの設計

電子カルテシステ

ムの導入・更新

電子カルテシステ

ムの運用
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